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１－１　協力の背景と概要

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、世界第 4 位の温室効果ガス排出国

であり（World Resource Institute“Climate Analysis Indicators Tool”）、「低炭素社会」の実現に向

けて同国の果たすべき役割が期待されている。これに関連してインドネシア政府は、これまで、

気候変動に関する国際的な取り組みに積極的に貢献してきた。一方、地球温暖化に伴い、特に

赤道周辺の地域では降雨パターンが変化し、気候変動リスクが高まると予測されているが、イ

ンドネシアの気候変動に関連した最適な観測網の整備、高精度の雲や降雨の予測等は遅れてい

る。また、周辺海域は、全地球規模に波及するエルニーニョ現象等を励起する地域であり、地

球規模の気候変動を解析するためには重要な観測地域であるにもかかわらず、その観測のため

の設備や人材、また、研究の進捗は限定的である。

このような背景の下、インドネシア政府は、気候変動研究に関する観測ネットワークの構築

や科学者チームの育成を目的とした「（科学技術）短期気候変動励起源地域における海陸観測網

最適化と高精度降雨予測プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）を地球規模課題対

応国際科学技術協力（SATREPS）案件として要請した。これを受け JICA は、インドネシア技

術評価応用庁（Agency for the Assessment and Application of Technology：BPPT）をカウンターパー

ト（C/P）機関として、2010 年 4 月より 2014 年 3 月までの 4 年間の予定で本プロジェクトを実

施している。

１－２　協力内容

（1）プロジェクト目標

海陸の観測網最適化と情報活用を通じ、極限気候変動に関する予測精度向上及び降雨災

害軽減対策立案のための基礎研究・開発が推進され、その成果が世界に発信される。

（2）成果

1.  海大陸 COE（Maritime Continent Center of Excellence：MCCOE）の制度的枠組み（組織、

１．案件の概要

国名：インドネシア共和国 案件名：（科学技術）短期気候変動励起源地域における海陸観測網

最適化と高精度降雨予測プロジェクト

分野：計画・行政－行政－

環境問題

援助形態：技術協力プロジェクト－科学技術

所管部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：約 4.2 億円

協力期間：2010 年 4 月～

2014 年 3 月（4 年間）

先方関係機関：BPPT（技術評価応用庁）、BMKG（気象気候地球物

理庁）、LAPAN（航空宇宙庁）

日本側協力機関：独立行政法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）

他の関連協力：

①気候変動対策能力強化プロジェクト（2010 ～ 2015 年）

② 中部ジャワ州グンディガス田における二酸化炭素の地中貯留及び

モニタリングに関する先導的研究（2012 ～ 2017 年）他

終了時評価調査結果要約表

1
　 ある地域を複数個の気象（雨滴）レーダーあるいはプロファイラー（測風レーダー）で覆い、その地域全体の降雨や分布を明ら

かにするようにしたもの。

i



人材、予算）が整備される。

2.  最適化された気象レーダー・プロファイラー網
1
により、短期気候変動と降雨変動の監

視・予測を行うに耐えうる高精度化した観測技術が MCCOE に確立される。

3.  最適化された海洋観測網により、短期気候変動予測を可能とする観測技術が MCCOE に
確立される。

4.  MCCOE における共同研究を通じ、気象・海洋観測データの品質管理・蓄積・解析する

技術が確立され、インドネシア国内社会各方面に公開される。

5.  成果 4 で集められるデータが社会応用可能な二次的気象・気候情報に変換されるととも

に、社会的適用例が開発される。

6.  MCCOE における共同研究により、短期気候変動（季節内変動、エルニーニョ現象 / イン

ド洋ダイポールモード現象
2
など）に関連した研究成果が得られる。

（3）投入

＜日本側＞

長期専門家派遣：1 名 機材供与：MPR、Ina TRITON ブイ等

短期専門家派遣：17 名 現地活動費：約 80.7 百万円（2010 ～ 2013 年度まで）

研修員受入：計 30 名参加

＜相手国側＞

C/P 配置：99 名 現地活動費：約 30.6 億ルピア（2012 ～ 2013 年）

施設提供：プロジェクト事務所 2 室（BPPT 内：ジャカルタ及びスルポン）

２．評価調査団の概要

担当分野 氏　名 所　属

日本側 総括 深瀬　豊 JICA 地球環境部環境管理第一課　課長

協力企画 前島　幸司 JICA 地球環境部環境管理第一課　副調査役

科学技術

評価総括

安岡　善文 独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and 
Technology Agency：JST）研究主幹

科学技術

評価企画

阿部　弘行 JST 主任調査員

評価分析 皆川　泰典 ㈱システム科学研究所 上席研究員

インドネシ

ア側

総括 Tiomega Gultom 研究技術省（Ministry of Research and Technology：
RISTEK）国際科学技術ネットワーク開発・分析プロ

グラム副局長

調査期間 2013 年 11 月 4 日～ 11 月 13 日 評価種類：終了時評価

2
　 暖かい海水による加熱で大気が対流する作用と、大気の対流に伴い暖かい海水が吹き集められる作用とが互いに強化し合い、数

年間隔で生じる大気・海洋の変動現象。古くから知られていた太平洋で生じるものをエルニーニョ現象と呼び、約 10 年前に独立

行政法人海洋研究開発機構（Japan Agency for Marine-Earth Science and Technology：JAMSTEC）が発見したインド洋のものをイン

ド洋ダイポールモード現象と呼ぶ。
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３．評価結果の概要

３－１　実績の確認

（1）成果の達成状況

1）　成果 1：MCCOE の制度的枠組み（組織、人材、予算）が整備される。

終了時評価において、① BPPT の地球科学技術推進室（GeoSystem Technology 
Laboratry：GEOSTECH）の新研究棟（MCCOE が設置予定）がスルポンの科学技術研

究開発特区（Research Center for Science and Technology：PUSPIPTEK）に建設されたこ

と、② MCCOE の組織図、発足時の長を BPPT 次官が兼務すること等が 2013 年 6 月の第

4 回合同調整委員会（JCC）において提示されたこと、③本調査期間中の 11 月 13 日に

MCCOE の開所式が実施されたこと等が、確認された。これらは、いずれもインドネシ

ア側の MCCOE 設立に向けた強い意思表明であり、その制度的枠組みは準備されたとい

える。さらに、インドネシア側から、プロジェクト終了までに実質的な組織、要員、予

算を明確にした公式文書（decision letter）が発行される見込みであり、成果 1 はおおむ

ね達成されると見込まれる。

2）　成果 2： 最適化された気象レーダー・プロファイラー網により、短期気候変動と降雨

変動の監視・予測を行うに耐えうる高精度化した観測技術が MCCOE に確立

される。

成果 2 はレーダー運用体制の確立であり、以下のとおり、達成された。

・ 2011 年度に導入されたマルチパラメーターレーダー（Multi Parameter Rader：MPR）3　

1 基は、研修（技術移転）を経て、BPPT が集中観測用に断続運用・保守できるように

なった。また、2012 年に日本から供与されたレーダー群（CDR、XDR、WPRs）も、

BPPT、気象気候地球物理庁（Agency for Meteorology Climatology and Geophysics：
BMKG）、航空宇宙庁（National Institute of Aeronautics and Space：LAPAN）が運用・保

守している。

・ 高精度降雨観測に関して、2013 年 1 月ジャカルタ洪水の原因となった豪雨の完全な観

測に成功し、研究者による解析結果が 5 月には論文刊行され、両国のマスコミによっ

ても報道された。

3）　成果 3： 最適化された海洋観測網により、短期気候変動予測を可能とする観測技術が

MCCOE に確立される。

成果 3 はブイによる海上観測網の確立であり、部分的に達成されている。

日本国内、インドネシア現地、双方の研究船上での研修により、ブイの設計・製作・

校正・設置・回収に関する技術移転は十分に実施され、ブイ 1 号基が 2012 年 9 月にイン

ドネシア東部沖太平洋上にある国際熱帯ブイ網登録観測点に設置された（米日に次ぎ 3
番目）。しかしながら、ブイ 1 号基は 2013 年 1 月観測停止したため（バンダリズムによ

る影響と推測）、インドネシア側はバンダリズム対策をブイ 2 号基向けに準備中である。

さらに、2014 年 9 月にインドネシア側予算で東インドネシア方面への航海が行われる見

込みが立っており、その機会を活用して、亡失したブイ 1 号基の水中残置物の捜索とブ

イ 2 号基の設置を行う予定。

3
　 激しい降雨をもたらす積乱雲の出現の突発さに対応して、トラック等でその場所に移動して観測できるようにしたものを一般に

可搬型レーダーと呼ぶ。ここでは、熱帯の激しい降雨に対しても正確な雨量観測が可能となるマルチパラメーター（MP）レーダー

の可搬型を用いる。

iii



4）　成果 4： MCCOE における共同研究を通じ、気象・海洋観測データの品質管理・蓄積・

解析する技術が確立され、インドネシア国内社会各方面に公開される。

成果 4 は、気象・海洋観測データの公開技術の確立をめざすものであり、おおむね達

成された。

・ 国内の 120 地点について、インドネシア気候変動データベースを作成した。

・ CDR によるジャカルタ周辺の雨域分布は、BPPT が開発・運用する降雨空間監視シ

ステム（SISTEM INFORMASI HUJAN DAN GENANGAN BERBASIS KERUANGAN：

SIJAMPANG）のウェブサイトで公開されており、大統領府（防災庁）・ジャカルタ特

別州・BMKG 等の政府機関から一般市民にまで利用されている。残された課題は、1
号基亡失で絶たれた、実際のブイデータを受信して長期実用を実現するのみとなって

いる。

5）　成果 5： 成果 4 で集められるデータが社会応用可能な二次的気象・気候情報に変換さ

れるとともに、社会的適用例が開発される。

以下に示すとおり、成果 5 は部分的に達成されている。

・ 現時点までに 8 件の査読付き国際学術誌論文が刊行されており、2013 年度 6 件の論文

が追加予定。

・ 計画どおり集中観測を行い、プロジェクト終了時までの完成をめざして解析中である。

・ 2013 年 1 月のジャカルタ大規模洪水に際し、本プロジェクトの観測網は豪雨の開始前

から終了後に至るまで完全な観測を達成し、その原因を明らかにした。

・ ただし、MCCOE 観測地域内で短期豪雨予報が一般に発出されることが、今後の重要

課題として残っている。

6）　成果 6： MCCOE における共同研究により、短期気候変動（季節内変動、エルニーニョ

現象 / インド洋ダイポールモード現象など）に関連した研究成果が得られる。

成果 6 は、短期気候変動の予測研究を促進することをめざすものであり、部分的な達

成となっている。すなわち、ブイデータが予測モデルに統合されておらず、また、予測

モデルそのものも完全には完成していないことから、短期気候変動予測の改善は完全に

は達成されていない。

（2）プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標は、プロジェクト終了までにおおむね達成されると判断される。

・ 成果 3 で中断されたブイ長期設置（定常運用）や国際観測点登録は、本プロジェクト

終了後にインドネシア側予算で実施されること、また、JAMSTEC-BPPT の機関間国際

協同は継続されることから日本側が常時モニタリングを行い必要なサポートを行うこ

とが、両者で確認されている。

・ MCCOE は、2013 年 11 月 13 日に科学技術研究開発特区（PUSPIPTEK）に開所した。

MCCOE は、レーダー及びブイの観測、各種観測データ統合を推進するとともに、国

内関係省庁・研究機関連携の中核並びに諸外国との国際共同研究の受け皿となること

が、BPPT により開所式で表明された。

・ 気候変動に関する社会的応用として、大統領府の気候変動委員会ではブイ観測のデー

タ、また防災庁やジャカルタ特別州ではレーダー観測のデータを大いに活用しており、

これらのデータの有効性は 2013 年 1 月のジャカルタ洪水で実証された。
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３－２　評価結果の要約

（1）妥当性：非常に高い

気候変動については、インドネシア政府が優先的に取り組む課題として「国家中期開発

計画 2010-2014」及び「気候変動に対する国家活動計画」（2007 年、環境省）に示されている。

これは、わが国の「対インドネシア共和国　国別援助方針」（2012 年 4 月）にも合致している。

また、インドネシア共和国大統領令「異常気象現状を見据えた米生産の国家安全保障」（2011
年 3 月）が発表されている。さらに、インドネシアの科学技術に関する方針が「経済開発

迅速化・拡大マスタープラン（Master Plan for the Acceleration and Expansion of Indonesia’s 
Economic Development） 2011-2025」（MP3EI, 2011 発表）及び「COE に関する科学技術指針」

（2010 年 RISTEK）に示されている。これらの点より、本プロジェクト目標がインドネシア

政府の方針とわが国の ODA 政策に極めて合致するものであることが明らかである。

（2）有効性：高い

成果 3 でのブイの長期設置（定常運用）や国際観測点登録等の課題が残っているが、①

これらの課題は、プロジェクト終了後にインドネシア側予算で実施される、② JAMSTEC-
BPPT の機関間国際協同は継続されることから、日本側が常時モニタを行い、必要なサポー

トを行うことが関係者で確認されている。また、M/P に計画された活動をほぼ終了させて

おり、各成果もおおむね達成される見込みであることから、プロジェクト目標は終了時ま

でにおおむね達成されることが見込まれる。

（3）効率性：中程度

成果の達成度としては、成果 1 については、MCCOE の実質的な制度的枠組みが、本プ

ロジェクト終了時までに構築されると見込まれる。また、本プロジェクトの課題の最重要

な柱というべき成果 2 ～ 4 のレーダー、ブイ、データ運用の技術移転、及び成果 5 ～ 6 の（基

礎に相当する）気候研究に関する啓発はおおむね達成されると見込まれる。

日本側の投入については、供与機材の MPR 牽引車の購入遅れがあった以外は、専門家派

遣、本邦研修受入れ等、おおむね計画どおり実施された。一方、インドネシア側の投入に

関しては、研究者 99 名を配置した点等は十分であったが、2013 年の 20％政府予算カット

の影響がブイ設置航海期間の短縮、レーダー運用の部分的運用となって表面化している。

（4）インパクト：高い

本プロジェクトでは、以下のとおり、多くの前向きなインパクトが確認されている

・ BPPT は、C バンドドップラーレーダー（C-Band Dopplar Radar：CDR）のデータを活用

した降雨空間監視システム（SIJAMPANG）を開発し、ジャカルタ地域を対象に降雨分布

情報を、政府機関だけでなく、一般市民にも一般公開している。現在、ジョグジャカル

タ地域を対象とする SIJAMPANG-2 の開発が進行中である。

・ ASEAN 防災・人道支援調整センター（ASEAN Coordinating Center for Humanitarian 
Assistance on Disaster Management：AHA Center）が BPPT に設置されており、SIJAMPANG
をベースにした ASEAN 諸国主要都市の降雨情報が公開されている。

・ 公共事業省及びジャカルタ特別州から、BPPT のレーダーデータ利用の要請が出ている。

・ ブイの設計・製造・維持管理の技術移転が終了したことから、マレーシアからブイ製造

の要請がきている。同様の要請が、インドネシア海洋漁業省からもきている。
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（5）持続性：高い

1）　制度・政策面

インドネシアの「国家中期開発計画 2010-2014」では、気候変動を優先的に取り組むべ

き課題の 1 つとしており、具体的分野として稲作地域での異常気象対策に関する大統領

指示が出ている。また、「MP3EI 2010-2025」においては、インドネシアの科学技術能力

の強化として MCCOE が設置された PUSPIPTEK の再活用が挙げられている。これらの

ことから、プロジェクト終了後も気候変動、MCCOE に対する制度・政策面の持続性は

確保されているといえる。

2）　組織・財政面

インドネシア側は、11 月 13 日に PUSPIPTEK に MCCOE を正式にオープンした。イン

ドネシア側研究代表者によれば、MCCOE の 2014 年度予算を既に確保しており、組織体

制も本プロジェクトの成果 2 ～ 6 までに対応する 5 課体制とし、本プロジェクトでの活

動が組織運営の見本となることから、プロジェクト終了後の MCCOE の財政・組織面の

持続性は確保されることが期待される。

3）　技術面

全体としては、技術面はかなり自立発展するものと期待される。しかしながら、ブイ

の維持管理ではセンサーの校正を他国に依頼せざるを得ないこと、レーダー管理に関し

てはスタッフ不足、停電問題など、個別問題への取り組みが必要である。

３－３　効果発現に貢献した要因

・ 国全体の経済発展と、それに伴う気候災害への脆弱性や危機感の増大が、インドネシア国

内での本プロジェクトへの注目を高めた。

・ インドネシアの科学技術のキャパシティ強化に関連して、MP3EI において PUSPIPTEK の

科学技術パークとしての活用が述べられており、また、RISTEK からも COE 構想が提示さ

れるなど政府の強い政策支援があり、このことが本プロジェクト関係者の社会貢献に対す

るモチベ－ションを高くしている。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

・ ブイ１号機の亡失の原因はバンダリズム（公共施設の破壊行為）と思われるが、これによ

りブイによる観測が停止されている。また、バンダリズム対策の検討に時間を要し、ブイ 2
号機の導入が大幅に遅れた。

・ 2013 年政府予算の 20％カットが、ブイ探索・設置航海の期間短縮につながった。また、レー

ダーについては、CDR や MPR を除いて、連続運用ができない期間が少なからず生じている。

・ 停電により、レーダー観測に支障がでている。

３－５　結論

本終了時評価調査団は、M/P 及び R/D に記された投入、活動はおおむね順調に実施されており、

成果、プロジェクト目標はおおむね達成される見込みであることを確認した。本プロジェクト

に関する 5 項目評価は、妥当性は非常に高い、有効性は高い、効率性は中程度、インパクトは

高い、持続性は高い、とした。以上より、当初の予定どおり、本プロジェクトは 2014 年 3 月に

終了することとする。
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３－６　提言

（1）ブイの定常運用と国際観測網への登録

インドネシア側は、JAMSTEC と BPPT 間の覚書に基づいて日本側と連携しながら、ブイ

の長期設置（定常運用）と国際観測網への登録をプロジェクト終了後に実施すること。

（2）C/P からインドネシア側の他機関への技術移転

本プロジェクトを通して、ブイとレーダーに関する BPPT の技術的能力は強化されたこ

とから、BPPT はインドネシアの他機関から新たなブイの設置やレーダーデータの利用に関

するいろいろな要請を受けている。プロジェクト関係者は、こうした要請に適切に応える

べきであり、それが経験の展開につながり、結果としてプロジェクトの効果が持続するこ

とになる。

（3）MCCOE に関する広報活動の推進

BPPT は、MCCOE を 2013 年 11 月 13 日に PUSPIPTEK 内に開所するとともに、プロジェ

クト終了までに MCCOE の組織、予算、活動計画を示した公式文書の提出を表明している。

今後は、例えば MCCOE のウェブサイトを開設して広く一般に広報を行い、その構想、使命、

活動、予算、実行可能な組織等がより具体的に定まっていくことが求められる。

（4）他のプロジェクトとの連携

本プロジェクトで得られた気候変動の観測・予測技術等の成果（アウトカム）を十分に

活用するために、JICA プロジェクト等の関連する他プロジェクトと連携し、気候変動の緩

和・適応に役立てていくべきである。

（5）海洋気象ブイデータの研究利用

ブイ 1 号基からのデータは今のところ入手できていないが、第 2 号基導入後は、そのデー

タを活用して気候変動観測・予測の研究を推進していくこと。また、第 2 号基の定常運用

開始後は、プロジェクト終了後であっても、国際観測網への登録を行うこと。

３－７　教訓

（1）安全面の確保

2013 年 3 月に確認されたブイ 1 号基の亡失にかんがみ、海洋等の現場で観測装置やシス

テムを設置する場合は、物理的側面と社会的側面の安全対策を考慮すべきである。物理的

側面としては、装置等の地理的配置（より安全性の高い地点への設置）や安全システムの

導入（装置の多重化）を含み、社会的側面はバンダリズムに関する住民への説明が含まれる。
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1. Background of the Project
Indonesia is the 4th greenhouse-gas emission country in the world, according to World Resource Institute’s 

“Climate Analysis Indicators Tool,” and is expected to play an important role towards the realization of a “low 
carbon society”. In this regards, The Government of Indonesia (GOI) has contributed to international efforts 
for climate changes so far. On the other hand, although it has been predicted that a rainfall pattern changes and 
a risk of climate variability increases in the areas around equatorial in connection with global warming, the 
optimization of observation network for climate changes and high resolution prediction on cloud and rainfall 
in Indonesia is behind. Moreover, although surrounding ocean areas in Indonesia is an area which excites El 
Nino, etc., which affects globally and is important observation ones for analyzing global climate variations, 
equipment and experts for the observation, and the progress of research is limited.

Under these circumstances, the GOI made a request to the Government of Japan (GOJ) for the provision of 
a Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development (SATEPS) technical cooperation 
project to assist the capacity development of scientist team and the development of observation network 
systems for climate variations in Indonesia. In response to the request, Japan International Cooperation Agency 
(JICA) has started the Project for four years, from April 2010 to march 2014, with Agency for Meteorology 
Climatology and Geophysics (BPPT) as the Counterpart (C/P).

2. Project Overview
(1)  Project Purpose

By optimizing atmospheric and oceanic observation networks and utilizing observational data, research 
and development for improving predictability of extreme weather/climate variations and drawing up strategy 

Summary of the Terminal Evaluation

I. Outline of the Project

Country:Republic of Indonesia Project Title:SATREPS under Japanese Technical Cooperation 
Project for Climate Variability Study and Societal Application 
through Indonesian-Japan “Maritime Continent COE” - Radar-
Buoy Network Optimization for Rainfall Prediction

Issue/Sector:Environmental 
Management ˗ Science & Technology

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project

Division in charge:Global Environment 
Department

Total cost (estimated at completion of the Project) JPY 
417,317,000

Period of Cooperation:April 2010 - 
March 2014 (48 months) 

Partner Country’s Implementation Organization:
Agency for the Assessment and Application of Technology (BPPT),
Agency for Meteorolgy Climinatology and Geophysics (BMKG),
National Institute of Aeronautics and Space (LAPAN)
Supporting Organization in Japan: Japan Agency for Marine-Earth 
Science and Technology (JAMSTEC)

Related cooperation:
1) Project of capacity Development for Climate Change Strategies (2010-2015) 
2) Pilot Study for Carbon Sequestration and Monitoring in Gundih Area, Central Java Province, Indonesia 
(2012-2017) 
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to mitigate rainfall disasters are promoted, and the outcomes are published internationally.

(2)  Outputs
1:  Institutional framework for Maritime Continent Center of Excellence (MCCOE) such as organization, 

personnel and budget is prepared.
2:  Technology to observe and predict short-term climate and rainfall variations with high accuracy is  

established in MCCOE through optimized radar-profiler network.
3:  Observation technology to predict short-term climate variations is established in MCCOE through 

observation network.
4:  Technology of quality control, archiving, analysis of the meteorological and oceanographical observation 

data and dissemination to Indonesian society is established.
5:  Data collected through output 4 are transferred to information applicable to society and used for 

investigations to promote science and technology.
6:  Outcomes associated with research and prediction of short-term climate variations including intraseasonal 

variation, El Nino, Indian-Ocean dipole mode will be obtained through collaboration is MCCOE.

(3)  Inputs
【Japanese side】

Long term experts 1 person (39.7 MM) Short term experts 17 persons

Trainees received 30 participants Local costs Approx. JPY80,700,000

Equipment MPR, Ina TRITON Buoy, etc.

【Indonesian side】

Counterpart (C/P) 99 persons Office space
Two offices in BPPT, Jakarta 
and Serpong

Local costs Approx. IDR 3,060,000,000

II. Evaluation Team
Members of 
Eva lua t ion 
Team

(1) Japanese side
Mr. Yutaka Fukase, Leader; Director of Environmental management Div. 1, Global 

Environment Department, JICA
Mr. Koji Maeshima, Evaluation Planning; Program Officer, Environmental Management 

Div. 1, Global Environment Department, JICA
Dr. Yoshifumi Yasuoka, Scientific and Technical Evaluation Leader; Program Officer, 

Research Partnership for Sustainable Development Division, Japan Science and 
Technology Agency (JST)

Mr. Hiroyuki Abe, Scientific and Technical Evaluation Planning; Senior Staff, Research 
Partnership for Sustainable Development Division, JST

Mr. Yasunori Minagawa, Evaluation Analysis; Senior Consultant, SKK Research & 
Consulting Inc.
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1. Summary of evaluation results
(1) Relevance: Very high

Climate variations are focusing on the short-term period of Climate Change whose national policies of 
Indonesia are shown in “National Medium-Term Development Plan (RPJMN) 2010-2014” and  “National 
Action Plan Addressing Climate Change” issued in 2007 from Ministry of Environment (KLH). They align 
with Japanese ODA policy to Indonesia as shown in Japanese ODA policy towards Indonesia, April 2012. 
Indonesian government has also the policy to strengthen human resources and national science and technology 
capacity shown in Master Plan for the Acceleration and Expansion of Indonesia’s Economic Development 
(MP3EI) 2011-2025 as well as to establish Center of Excellence; COE as shown in Science and Technology 
Policy issued in 2010 from Ministry of Research and Technology (RISTEK). Considering these points, it is 
very clear that the Project purpose is quite relevant to Indonesian policy as well as to Japan’s ODA Policy.

(2) Effectiveness: high
The team confirmed that the Project has almost completed activities stipulated in the Master Plan (M/P) 

and have produced sufficient results by indicator. Furthermore, the following points have been confirmed by 
the both side. The Project purpose is, therefore, likely to be mostly achieved by the end of the Project period.
a)  Long-term installation of Buoy #2 and its registration to an international observation network which have 

been suspended in Output 3 are to be implemented by Indonesian side with their own budget; and
b)  Since Memorandum of Understanding (MoU) between JAMSTEC and BPPT continues, Japanese side 

will be able to monitor the progress continuously and give necessary advices and support to Indonesia side.

(3) Efficiency:  fair
As for Output 1, the substantial institutional structure of MCCOE is planned to be prepared by the 

end of the Project. Technology transfer on radar, buoy, and data quality control in Output 2 - 4, the most 
important components of the Project for capacity building, is surely to be completed as planned. However, the 
enlightenment of basic weather researches covering wide fields in Output 5 - 6 are to be partially achieved.

Dispatch of Japanese experts, trainings in Japan, and provision of equipment have been implemented as 
planned, except for the delay of installation of a towing truck for Multi Parameter Radar (MPR). As for local 
costs borne by Indonesian side, Indonesian side is bearing maintenance costs for radars which have been 
transferred to Indonesia as their asset, although the 20% budget cut have caused a shortened voyage period for 
buoy installation and partial operation of radars.

(4) Impact: high
The following cases have been confirmed as positive impact produced by the Project.

-  BPPT has developed SISTEM INFORMASI HUJAN DAN GENANGAN BERBASIS KERUANGAN 
(Pool Based Rain and Spatial Information System: SIJAMPANG) using C-Band Doppler Radar (CDR) data 

III. Results of Evaluation

(2) Indonesian side
Ms. Tiomega Gultom, Team Leader; Deputy Director for International Network 

Development Program & Analysis, Ministry of Research and Technology (RISTEK)

Period of 
Evaluation

04/Nov./2013 - 13/Nov./2013 Type of Evaluation:Terminal evaluation
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and is opening rainfall distribution information for Jakarta City and its vicinity for public viewing, not only 
for the governments but also for the local community. Now, SIJAMPANG-2 for Yogyakarta area is under 
development.

-  ASEAN Coordinating Centre for Humanitarian Assistance on Disaster Management, AHA Center, was 
established in BPPT. AHA Center is now opening rainfall distribution information in major cities in ASEAN 
counties for public view through SIJAMPANG.

-  BPPT has received requests on buoy construction from Malaysia as well as from the Ministry of Marine 
Affairs and Fishery of Indonesia.

- BPPT has received requests for sharing radar data of BPPT from Ministry of Public Works (PU) and Jakarta DKI.

(5) Sustainability: high
(Institutional/Organizational aspect) 
Climate variations are described as one of priority issues in RPJMN 2010-2014 and the revitalization of 

Research Center for Science and Technology (PUSPIPTEK) where MCCOE is established is emphasized 
for strengthening the capacity of science and technology in Indonesia in MP3EI 2011-2025. These findings 
suggest that the sustainability of policy and legal system aspect for climate variations as well as MCCOE is 
secured after the completion of the Project.

(Financial aspect) 
. Indonesian side opened MCCOE officially in PUSPIPTEK on November 13, 2013 and has just drafted 

the vision, mission, and organizational structure of MCCOE. According to Indonesian Project representative, 
BPPT has already a budget to operate MCCOE and has the MCCOE’s organizational structure. Therefore, the 
sustainability of organizational and financial aspect for MCCOE is expected to be secured after the completion 
of the Project.

(Technical aspect) 
The sustainability of technical aspect of the Project can be secured as a whole, while additional efforts are 

requested corresponding to individual problems such as a lack of staff for radar maintenance as well as the 
calibration of sensor to be conducted in other counties for buoy maintenance.

2. Factors that promoted realization of effects
-  The economic growth of the whole country followed by the increase of vulnerability and a sense of crisis to 

climatic disasters recently has raised the attention to the Project in Indonesia.
-  Strong commitment of the Government for strengthening the capacity of science and technology in Indonesia.

3. Factors that impeded realization of effects
-   Loss of surface part of the Buoy #1
-   20% cut of the budget at Indonesian side
-   Power cut hinders radar operation, due to PLN

4. Conclusion
The Evaluation Team confirmed that inputs and activities described in the M/P and Record of Discussion 

(R/D) were implemented mostly as planned and the Outputs and Project Purpose defined in the M/P will be 
mostly achieved by the end of the Project, except for the installation of Buoy #2 to be done by Indonesian side 
after the end of the Project. The results of evaluation by five criteria are summarized as follows; Relevance is 
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very high, Effectiveness is high, Efficiency is fair, Impact is high and Sustainability is high.
Based on the results above, the Evaluation Team concludes that the Project will terminate in March 2014 

as planned.

5. Recommendations
1)  Operation of buoy systems and its registration to an international observation network

Indonesia side is encouraged to continue the long-range operation of buoy systems and to register them to 
an international observation network after the completion of the Project.
2)  Extension of technology to other Indonesian institutions

Since a technical capacity on buoy and radar has been improved through the Project, BPPT have received 
some requests on buoy installation or the use of radar data from other institutions and local governments. It 
is recommended for the Project members to respond properly to such requests for the sustainability of the 
Project’s effect.
3) Enhancement of MCCOE campaign

By the end of the Project, BPPT is committed to submit an official document stating organization, budget 
and activity plans.  One of the priority actions would be the enhancement of the introduction of MCCOE to 
the public including commencement of the website in the internet so that the vision, mission, activities, and 
organizational structure of MCCOE will be disseminated.
4) Collaboration with other projects

In order to fully utilize the outcomes from the Project, the Project should have collaboration with other 
projects relevant to mitigation and adaptation of climate change including a JICA’s project.
5) Research use of ocean climate buoy data

It is recommended that Indonesian side tries to detect anomalous climate using Buoy #2 and that Indonesian 
side registers its buoy to be an international network even after the termination of the Project.

6. Lessons Learned
1) Enhancement of security

The loss of Buoy #1 occurred in March 2013 and hindered the observation of buoy data. Physical aspect 
and social aspect should be considered in implementing instruments and systems in the field. Physical aspect 
includes their safe geographical allocation and security systems, and social aspects include socialization for 
the residents on vandalism.
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

１－１－１　プロジェクトの背景

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、世界第 4 位の温室効果ガス排出

国であり（World Resource Institute “Climate Analysis Indicators Tool”）、「低炭素社会」の実現に向

けて同国の果たすべき役割が期待されている。これに関連してインドネシア政府は、2007 年

12 月に国連気候変動枠組条約（UNFCCC）第 13 回締約国会議（COP13）をバリ島で主催し、

国際社会における地球温暖化対策の取り組みを推進してきた。さらに、2008 年 7 月には、次

期「国家中期開発計画　2010-2014」への反映も視野に入れた「気候変動に対応するための国

家開発計画（National Development Planning：Indonesia Responses to Climate Change）」を策定し、

技術評価応用庁（Agency for the Assessment and Application of Technology：BPPT）が気候変動に

関する政府間パネルの委員会（IPCC）への参加、気象気候地球物理庁（Agency for Meteorology 
Climatology and Geophysics：BMKG）を改組拡充、世界海洋会議（WOC）の開催、また、2010
年 3 月には全地球観測システム（GEOSS）のアジア太平洋会議等、気候変動に関する国際的

な取り組みに積極的に貢献してきた。また、ユドヨノ大統領は 2009 年 7 月の選挙で再選され、

それらの政策の継続が公約されている。一方、インドネシア国内は地球温暖化に伴い、特に赤

道周辺の地域では、降雨パターンが変化し、気候変動リスクが高まると予測されているが、気

候変動に関連した最適な観測網の整備、高精度の雲や降雨の予測等は遅れている。また、周辺

海域は、全地球規模に波及するエルニーニョ現象等を励起する地域であり、地球規模の気候変

動を解析するためには重要な観測地域であるのにもかかわらず、その観測のための設備や人材、

また、研究の進捗は限定的である。

このような背景の下、インドネシア政府は、気候変動研究に関する観測ネットワークの構築

や科学者チームの育成を目的とした「（科学技術）短期気候変動励起源地域における海陸観測

網最適化と高精度降雨予測プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）を地球規模課題

対応国際科学技術協力案件として要請した。これを受け JICA は 2009 年 8 月に詳細計画策定調

査を実施し、2010 年 1 月 22 日に技術協力プロジェクトの合意文書（R/D）を締結した。本プ

ロジェクトは、BPPT をカウンターパート（C/P）機関として、2010 年 4 月より 2014 年 3 月ま

での 4 年間の予定で実施されており、1 名の長期専門家（業務調整員）と、合計 17 名の短期

専門家（研究代表機関：独立行政法人海洋研究開発機構（Japan Agency for Marine-Earth Science 
and Technology：JAMSTEC）を派遣してきた。

１－１－２　調査団派遣の目的

（1 ）2014 年 3 月のプロジェクト終了にあたり、プロジェクトのマスタープラン（M/P）及び活

動計画（P/O）に基づき、投入実績、活動内容、成果及びプロジェクト目標の達成度を調査・

確認して、プロジェクト実績を検証する。

（2 ）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からプロジェクト全

体の評価を行う。
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（3 ）実施プロセスに影響を与えた阻害要因、貢献要因を確認する。

（4 ）評価結果に基づき、プロジェクト終了時まで及び終了後の対応方針について、提言を行う。

（5 ）類似の協力案件への教訓を抽出する。

（6 ）調査結果を合同評価報告書に取りまとめ、日本・インドネシア国側双方がプロジェクト実

施の成果を理解するために、プロジェクトの合同調整会議（JCC）にて報告する。

１－２　調査団の構成と調査期間

終了時評価調査団の団員構成は、表１－１のとおりである。

表１－１　終了時評価調査団の構成

日本側

担当分野 氏　名 所　属

総括 深瀬　豊 JICA 地球環境部環境管理第一課　課長

協力企画 前島　幸司 JICA 地球環境部環境管理第一課　副調査役

科学技術評価総括 安岡　善文
独 立 行 政 法 人 科 学 技 術 振 興 機 構（Japan Science and 
Technology Agency：JST）研究主幹

科学技術評価企画 阿部　弘行 JST 主任調査員

評価分析 皆川　泰典 ㈱システム科学研究所 上席研究員

インドネシア側

総括 Tiomega Gultom
研究技術省（Ministry of Reseach and Technology：RISTEK）

国際科学技術ネットワーク開発・分析プログラム 副局

長

調査日程の概要は表１－２のとおりである。

表１－２　調査日程

月　日 内　容

11 月 4 日（月）
・プロジェクトマネジャー（BPPT）と日程調整

・LAPAN のプロジェクト関係者へのインタビュー

11 月 5 日（火） 終了時評価報告書の作成

11 月 6 日（水）
・本プロジェクトの最終ワークショップ

・BPPT のブイチーム、レーダー担当、データ管理担当へのインタビュー

11 月 7 日（木）
・プロジェクトマネジャー（BPPT）へのインタビュー

・BMKG のプロジェクト関係者へのインタビュー

11 月 8 日（金） 終了時評価報告書の作成
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11 月 9 日（土） 終了時評価報告書の作成

11 月 10 日（日） 終了時評価報告書の作成

11 月 11 日（月）
・インドネシア側評価団メンバー（RISTEK）への表敬訪問

・団内協議

11 月 12 日（火） ・BPPT、日本側プロジェクト関係者と M/M 及び評価報告書の協議

11 月 13 日（水）
・第 5 回 JCC 及び MCCOE 開所式

・JCC にて、終了時評価の協議及び M/M への署名

１－３　対象プロジェクトの概要

対象プロジェクトの概要を、表１－３に示す。

表１－３　プロジェクト概要

プロジェクト名 （科学技術）短期気候変動励起源地域における海陸観測網最適化と高精度

降雨予測プロジェクト

SATREPS under technical cooperation project for Climate Variability Study and 
Societal Application through Indonesian-Japan “Maritime Continent COE” - Radar-
Buoy Network Optimization for Rainfall Prediction

国名 インドネシア共和国

協力期間 2010 年 4 月～ 2014 年 3 月（4 年間）

相手側実施機関 BPPT（技術評価応用庁）、BMKG（気象気候地球物理庁）、LAPAN（航空

宇宙庁）

日本側協力機関 独立行政法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）

対象地域 拠点（パダン、スルポン、ポンティアナック、マナド、ビアク）及び西

熱帯太平洋・東インド洋海域

他の関連協力 ・ 気候変動対策能力強化プロジェクト（有償技術支援：2010 ～ 2015 年）

・ 気候変動対策プログラム・ローン（III）（有償資金協力：2010 年）

・ 気候変動政策推進のためのナショナルフォーカルポイント能力開発プ

ロジェクト（有償技術支援：2012 ～ 2014 年）

・ 小学校における環境保全活動の実施による持続可能な発展のための地

域ネットワークづくり〔草の根技術協力（地域提案型）：2010 ～ 2014 年〕

・ インドネシア中部ジャワ州グンディガス田における二酸化炭素の地中

貯留及びモニタリングに関する先導的研究（技術協力プロジェクト - 科
学技術：2012 ～ 2017 年）

プロジェクト目標 海陸の観測網最適化と情報活用を通じ、極限気候変動に関する予測精度

向上及び降雨災害軽減対策立案のための基礎研究・開発が推進され、そ

の成果が世界に発信される
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成果 1.  海大陸 COE（Maritime Continent Center of Excellence：MCCOE）の制度

的枠組み（組織、人材、予算）が整備される。

2.  最適化された気象レーダー・プロファイラー網
1 により、短期気候変

動と降雨変動の監視・予測を行うに耐えうる高精度化した観測技術が

MCCOE に確立される。

3.  最適化された海洋観測網により、短期気候変動予測を可能とする観測

技術が MCCOE に確立される。

4.  MCCOE における共同研究を通じ、気象・海洋観測データの品質管理・

蓄積・解析する技術が確立され、インドネシア国内社会各方面に公開

される。

5.  成果 4 で集められるデータが社会応用可能な二次的気象・気候情報に

変換されるとともに、社会的適用例が開発される。

6.  MCCOE における共同研究により、短期気候変動（季節内変動、エルニー

ニョ現象 / インド洋ダイポールモード現象
2
など）に関連した研究成果

が得られる。

1
　 ある地域を複数個の気象（雨滴）レーダーあるいはプロファイラー（測風レーダー）で覆い、その地域全体の降雨や分布を明ら

かにするようにしたもの。
2
　 暖かい海水による加熱で大気が対流する作用と、大気の対流に伴い暖かい海水が吹き集められる作用とが互いに強化し合い、数

年間隔で生じる大気・海洋の変動現象。古くから知られていた太平洋で生じるものをエルニーニョ現象と呼び、約 10 年前に

JAMSTEC が発見したインド洋のものをインド洋ダイポールモード現象と呼ぶ。
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第２章　終了時評価の方法

２－１　終了時評価の方法と評価基準

終了時評価においては、プロジェクトの M/P 及び P/O に基づき、以下の事項を調査した。

（1）プロジェクト実績

プロジェクトの実績として、投入（input）実績、成果（output）及びプロジェクト目標の

達成度を調査・確認した。このうち、成果の実績確認では、M/P に記述されている各成果に

対応した指標を用いたが、プロジェクト目標に対応する指標は設定されていなかったため、

中間レビュー報告書の中の「提言」で提案されていた以下の 2 指標を用いた。

指標 1：MCCOE の制度的、組織的メカニズムが機能する。

Institutional and organizational mechanism of MCCOE is functioned.
指標 2：気候変動に関する研究開発の社会的応用が、新たにインドネシアに導入される。

Societal application of research and development on climate variations is newly introduced 
in Indonesia.

（2）実施プロセス

実施プロセスの検証では、最新の P/O に基づくプロジェクトの進捗状況、プロジェクト管

理上の問題点の有無、及び、プロジェクトの進捗にプラス / マイナスの影響を与えた要因を

確認した。

（3）5 項目評価

プロジェクトの実施状況については、JICA が ODA 事業評価で用いている、表２－１に示

す開発援助委員会（DAC）の ODA 事業評価 5 項目により、評価を実施した。

表２－１　評価 5 項目の内容

基　準 評　価

妥当性

Relevance

援助活動が、どの程度対象グループや政府、ドナーの優先度や政策に合致している

かを評価する。プログラムやプロジェクトの妥当性評価では、以下の質問が有益で

ある。

プログラムの目的は、依然としてどの程度妥当か ?
プログラムの活動や成果は、上位目標や目的の達成に合致しているか ?
プログラムの活動や成果は、当初計画と合致しているか ?

有効性

Effectiveness

援助活動がどの程度その目的を達成しているかの計測。有効性の評価では、以下の

質問が有益である。

プロジェクト目標は、どの程度達成されたか、あるいは、達成されそうか ?
どの要因が、プロジェクト目標の達成 / 未達成に影響を及ぼしているか ?

効率性

Efficiency

効率性では、投入との関連から成果を量的に、あるいは、質的に計測する。効率性

の評価では、以下の質問が有益である。

活動は費用効果的であったか ?
目標はスケジュールどおり達成されたか ?
代替案と比較して、プログラム / プロジェクトは最も効率的に実施されたか ?
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インパクト

Impact

インパクトとは、開発の介入により生じたポジティブ / ネガティブな変化であり、

直接的 / 間接的、あるいは意図的 / 非意図的な変化である。これには、主要なイン

パクトと地域社会的、経済的、環境及び他の開発指標に関する活動の結果として得

られる効果が含まれる。評価調査では、意図的 / 非意図的な双方の結果に関連づけ

て行われるべきであり、通商・経済的条件に関する変化等の外部要件のポジティブ

/ ネガティブなインパクトを含めなければならない。インパクトの評価では、以下

の質問が有益である。

プログラム / プロジェクトの結果として、何が起こっているか ?
活動によって、受益者にどのような現実的な相違が生じたか ?
何人の人々に影響が及んでいるか ?

持続性

Sustainability

持続性は、ドナー資金がなくなった後も、活動の利益が継続しそうかを計測するこ

とに関連している。プロジェクトは、環境的にかつ財政的に持続的である必要があ

る。持続性の評価では、以下の質問が有益である。

プログラム / プロジェクトの利益はドナー資金終了後、どの程度継続したか ?
プログラム / プロジェクトの持続性の達成 / 未達成に影響を与えた主要因は何か ?

出所：http：//www.oecd.org/dac/evaluation/

２－２　データ収集

終了時評価調査では、以下に示す方法により、評価分析用のデータ収集・分析を実施した。

（1）参考資料のレビュー

プロジェクト実績の確認と評価のために、以下の資料をレビューした。

1）詳細計画策定調査における会議録（2009 年 8 月 21 日署名）

2）討議議事録（R/D、2010 年 1 月 22 日署名）

3） JCC 会議録：第 1 回（2010 年 6 月 8 日）、第 2 回（2011 年 5 月 19 日）、3 回（2012 年 6 月

12 日）、第 4 回（2013 年 6 月 11 日）

4） プロジェクト期間中にプロジェクトチーム（JAMSTEC）により作成された資料：2011 年

度実施報告書、2012 年度実施報告書、及び、終了報告書（2013 年 10 月）

5）中間レビューにおける会議録（2012 年 6 月 12 日署名）

6）インドネシア政府作成の開発計画等の資料

（2）プロジェクト関係者へのインタビュー

日本人専門家、インドネシア側実施機関に質問票を送付し回答を回収するとともに、イン

タビュー調査により、追加的情報を収集した。（付属資料 1 の Annex-2 のインタビュー者リ

スト参照）

（3）プロジェクトの最終ワークショップ及び MCCOE 開所式への参加

終了時評価調査の実施期間中に開催されたプロジェクトの最終ワークショップ（2013 年

11 月 6 日、BPPT にて）及び MCCOE の開所式（2013 年 11 月 13 日、PUSPIPTEK にて）に参

加した。
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第３章　プロジェクトの実績と現状

３－１　投入実績

３－１－１　日本側投入

日本側の投入は、以下に示すとおり、おおむね計画どおりであった。詳細は、付属資料 1 の

Annex 3 参照。

（1）専門家派遣

①長期専門家

業務調整員（2010 年 6 月～現在まで、39.70 MM）

②短期専門家

JAMSTEC 等より 17 名の短期専門家が延べ 187 回派遣された。

（2）海外での研修

① 本邦研修：延べ 30 名のインドネシア人専門家が本邦研修に参加した。これには、海洋

地球研究船「みらい」における船上訓練が含まれる。

② 第三国研修：4 名のインドネシア人専門家がマルチパラメーターレーダー（Multi 
Parameter Radar：MPR）の研修でドイツに派遣されている。

（3）機材供与

資機材の提供は、以下のとおりである。

① JICA の機材費での購入分

年度 項　目 単価 価格

2010 なし 0

2011 Acoustic Releaser USD 16,538

2012 MPR　牽引車 USD 83,422

2013
Acoustic Releaser USD 15,395

イリジウム通信システム USD 1,895

計 USD 117,250

② JAMSTEC への業務委託費での購入分

年度 項　目 単価 価格（千円）

2010 ブイ・システム、XDR の部品等 JPY 26,640

2011 MPR、Radar Transportation、ブイ装備品 JPY 87,100

2012 ブイ・システム装置等 JPY 22,538

2013 ブイ・システム装置等 JPY 8,064

計 144,342
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（4）在外事業強化費

日本側の在外事業強化費は、以下のとおりである。

（単位：IDR）

年度 計

2010  1,938,336,103

2011  4,323,120,747

2012  2,405,722,217

2013（予定）  212,555,000

計  8,879,734,069

３－１－２　インドネシア側投入

インドネシア側の投入は、以下に示すとおりである。詳細は、付属資料 1 の Annex4 参照。

（1）C/P の配置

プロジェクト・ディレクター、プロジェクト・マネジャーの配置のほか、インドネシア

人専門家が計 99 名配置された。内訳は、BPPT より 35 名、BMKG より 34 名、LAPAN よ

り 26 名、RISTEK より 2 名、海洋水産庁（Agency for Marine Affairs and Fisheries Research：
BRKP）より 2 名である。

（2）執務室

ジャカルタの BPPT とスルポンの科学技術研究開発特区（Research Center for Science and 
Technology：PUSPIPTEK）に、日本人専門家向け執務室が提供された。

（3）インドネシア側ローカルコスト

インドネシア側は、ブイの設置・回収研修航海やレーダーの操作・維持管理のための経

費として、以下の経費を負担した。

（単位：IDR）

年度 計

2012  2,304,573,377

2013（予定）  756,589,600

計  3,061,162,977

３－２　成果の達成状況

３－２－１　成果 1

MCCOE の制度的枠組み（組織、人材、予算）が整備される。
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終了時評価において、下記の事実が確認された。これらは、いずれもインドネシア側の

MCCOE 設立に向けた強い意思表示であり、MCCOE の制度的枠組みは準備されたといえる。

さらに、インドネシア側から実質的な組織、要員、予算を明確にした公式文書（decision letter）
が発行される予定であり、成果 1 はおおむね達成されると見込まれる。

（1 ）BPPT は、同庁の地球科学技術推進室（GeoSystem Technology and Laboratory：GEOSTECH）

の下部組織（研究所）として MCCOE の設立を準備しており、既にスルポンの PUSPIPTEK
内で GESTECH の新研究棟の建設が終了している。これは、インドネシア側の全額出資によ

るものである。

（2 ）2013 年 6 月の第 4 回 JCC において、インドネシア側から MCCOE の組織図、発足時の長

を BPPT 次官が兼務すること、及び予算計画が提示された。

（3 ）終了時評価調査に合わせ、11 月 13 日に PUSPIPTEK において、MCCOE の開所式が日本・

インドネシア国側双方の関係機関を招待して開催された。

成果 1 に関する指標別の達成状況は以下のとおりである。

指標 1-1：参加者が 100 名以上の気候変動に関する会議、セミナー等が、MCCOE により少な

くとも年 1 回開催される。

達成された。短期気候変動に関する多くの会議、セミナー、ワークショップ（WS）等が本

プロジェクトを通して実施された（詳細は、付属資料 1 の Annex 6 を参照）。そのうちの主要

なものは、以下のとおりである。

・ 2010 年 3 回（キックオフ WS、ブイ工学 WS、気候変動シンポジウム）

・ 2011 年 各地巡回集中講義

・ 2012 年 2 回（FoSWS、国際ブイ網シンポジウム）

・ 2013 年 3 回（ブイデータ品質管理 WS、気象レーダー WS、プロファイラ応用 WS）
このうち、気候変動シンポジウム、各地巡回集中講義、FoSWS、気象レーダー WS には、いず

れも 100 名以上の出席があった。

指標 1-2：プロジェクト終了時に、X 名以上の常勤の人員が MCCOE 内に確保されている。

MCCOE 要員はまだ任命されていないが、プロジェクト終了時までにはインドネシア側が

MCCOE 要員を配置することが確認された。

指標 1-3：MCCOE の組織図、職員配置、計画等をまとめて国際的に広報するパンフレットが

最終年度までに 1 部以上刊行される。

おおむね達成されると見込まれる。2013 年 6 月の第 4 回 JCC において、インドネシア側か

ら MCCOE の組織図等が提示された。また、2013 年中に日本、中国、ベトナムで開催された

国際会議においても、インドネシア側研究代表者によって MCCOE 構想が発表されており、同

プレゼン資料は、行政上の資料とみなすことができる。また、インドネシア側から、プロジェ

クト終了までに公式文書（decision letter）が発行される見込みである。
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３－２－２　成果 2

最適化された気象レーダー・プロファイラー網により、短期気候変動に伴う降雨変動の監視・

予測を行うに耐え得る高精度化した観測技術が MCCOE に確立される。

成果 2 はレーダー運用体制の確立であり、以下の指標の結果が示すように、達成された。

指標 2-1：開始 3 年後までに、気象レーダー網のうち少なくとも 1 基は、インドネシア側に

より運転維持管理される。

達成された。2011 年度にインドネシアに導入されたマルチパラメーターレーダー（MPR）3 1
基は、メーカー（独）とインドネシア国内（ボゴール及びパダン）での研修（技術移転）を

経て、BPPT が集中観測用に断続運用・保守できるようになった。また以前日本が構築・維

持してきたレーダー群（CDR、XDR、WPRs）も 2012 年にインドネシア政府に供与されて

BPPT、BMKG、LAPAN が運用・保守しており、このうち C バンドドップラーレーダー（C-Band 
Dopplar Radar：CDR） 1 基は BPPT が連続観測に使用している。

指標 2-2：開始 3 年後までに、最適化した気象レーダー網を通して、インドネシア側研究者に

より、高精度降雨観測が毎年雨期に 1 回以上計画・実施される。

達成された。MPR は、インドネシア側が中心となり 2011 年 12 月に X バンドドップラーレー

ダー（X-Band Dopplar Radar：XDR）とともにパダンで、また 2012 ～ 13 年には CDR とともにジャ

カルタで運用され、その運用状況及び観測データはインターネットで情報交換・公開された。

さらに、2013 年 1 月ジャカルタ洪水の原因となった豪雨の完全な観測に成功し、インドネシ

ア人若手研究者による解析結果が 5 月には日本側との共著として論文刊行され、また、両国の

マスコミによっても報道された。

３－２－３　成果 3

最適化された海洋観測網により、短期気候変動予測を可能とする観測技術が MCCOE に確立さ

れる。

成果 3 はブイによる海上観測網の確立であり、日本からインドネシア側への技術移転を通し

てブイ 1 号基をおおむね計画どおりに 2012 年 9 月にパプア島近海に設置した。しかしながら、

2013年 1月に観測停止となった〔バンダリズム（公共施設の破壊行為）による影響と推測〕。現在、

インドネシア側はブイ 2 号基（運用開始はプロジェクト終了後になる見通し）へのバンダリズ

ム対策を検討中であり、また、2014 年 9 月に予定されている東インドネシア方面への次期航

海において、亡失したブイ 1 号基の水中残置物の捜索とブイ 2 号基の設置を行うことをコミッ

トしている。これらのことから、本成果は、部分的に達成されたと判断される。

指標別の達成状況は以下のとおりである。

指標 3-1：開始 3 年後までに、インドネシア側により、1 つの海洋観測地点が運営され、2 基の

海洋観測ブイが管理される。

3
　 激しい降雨をもたらす積乱雲の出現の突発さに対応して、トラック等でその場所に移動して観測できるようにしたものを一般に

可搬型レーダーと呼ぶ。ここでは、熱帯の激しい降雨に対しても正確な雨量観測が可能となるマルチパラメーター（MP）レーダー

の可搬型を用いる。
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部分的に達成された。日本国内、インドネシア現地、双方の研究船上での研修により、設計・

製作・校正・設置・回収に関する技術移転は十分に実施され、ブイ 1 号基が 2012 年 9 月にイ

ンドネシア東部沖太平洋上にある国際熱帯ブイ網登録観測点に設置された（米日に次ぎ 3 番

目）。しかしながら、ブイ 1 号基は 2013 年 1 月に観測停止したため（バンダリズムによる影響

と推測）、インドネシア側はその対策（外観を海軍的迷彩柄とする、通信機を複数設置する等）

をブイ 2 号基向けに準備中である。同ブイはジャワ沖インド洋上（ジャカルタ豪雨に重要）に

試験設置される予定である。ブイ 2 号基の長期設置（定常運用）・国際登録は本プロジェクト

終了後に行う予定である。

指標 3-2：定例保守航海が年 1 回実施される。

おおむね達成された。BPPT の研究船（Baruna Jaya III）は 2011 年 4 ～ 5 月にテスト用ブイ設

置・回収の訓練のための航海、2012 年 9 月に 1 号基設置のための航海を達成した。3 回目の航

海は 2013 年 11 月後半に予定されているが、インドネシア全省庁予算削減（米国金融政策変更

に伴う新興国財政難による）で航海期間が計画より短期となってしまった。

３－２－４　成果 4

MCCOE における共同研究・開発を通じ、上記成果 2 の大気観測網及び成果 3 の海洋観測網の

データを品質管理・蓄積・解析し、インドネシア国内社会各方面に公開する技術が MCCOE に

確立される。

成果 4 は、気象・海洋観測データの公開技術の確立をめざすものであり、以下の指標に示す

とおり、おおむね達成された。

指標 4-1：開始 2 年後までに、インドネシア気候変動データベース（少なくとも 200 地点）が

開発される。

おおむね達成された。200 地点からデータ収集を行ったが連続性がよくなかった地点を除き、

120 地点についてデータベースを作成した。特に重点地域のジャカルタ周辺では、9 地点のデー

タから日本・インドネシア両国協同で経年変動を解析し、太平洋（エルニーニョ南方振動＝

ENSO）・インド洋（ダイポールモード =IOD）の両者との強い相関を見出して論文刊行した。

指標 4-2：開始 3 年後までに、国内観測データの統合管理（Nusantara Earth Observation Network：
NEONET）から、インドネシア側により大気観測データ（5 地点）が国内外に公開される。

おおむね達成された。データの公開体制は構築した。CDR によるジャカルタ周辺の雨域

分布は、BPPT が開発・運用する降雨空間監視システム（SISTEM INFORMASI HUJAN DAN 
GENANGAN BERBASIS KERUANGAN：SIJAMPANG）のウェブサイトで公開されており、大統

領府（防災庁）、ジャカルタ特別州、BMKG 等の政府機関から一般市民にまで利用されている。

XDR データも SIJAMPANG-2 として同様の公開準備は完了している。ウインドプロファイラー

レーダー（Wind Profiler Rador：WPR）データについては LAPAN、BMKG がデータを管理して

おり、さらに BMKG は国家予算で 30 以上の地点に CDR 設置と SIJAMPANG の稼働を推進中

である。

指標 4-3：開始 2 年半後までに、NEONET から、インドネシア側により 1 観測点のブイデータ

が公開される。

部分的に達成された。データ公開システムに関する技術移転は、おおむね計画どおりに実施
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された。日本国内及び現地で研修を行う一方、インドネシア人中核若手技術者が独力で実時間

及び回収後のブイデータの品質管理・国際発信システムを開発した。さらに同技術者が講師と

なった他の若手技術者への研修も開始した。残された課題は、1 号基亡失で絶たれた、実際の

ブイデータを受信して長期実用を実現するのみとなっている。

３－２－５　成果 5

成果 4 で集められるデータが社会応用可能な二次的気象・気候情報に変換されるとともに、社

会的適用例が開発される。

成果 5 は、成果 4 で得られたデータの社会的適用例の開発をめざすものであり、以下の指標

のとおり、部分的に達成された。

指標 5-1：開始 3 年後から終了までの 2 年間に、インドネシア側により査読付き国際学術誌に

年平均 5 件（計 10 件）以上論文が発表される。

達成された。現時点までに、8 件の査読付き国際学術誌論文が刊行されている。さらに、

2013 年度は 6 本の論文が追加予定である。

指標 5-2：開始 3 年後までに、定量的降雨予測（QPF）・極端現象発生頻度分布が少なくとも 2 
地域について作成される。

部分的に達成された。計画どおり集中観測を行い、プロジェクト終了時までの完成を

めざして解析中である。2010 年にジャカルタ周辺、2011 年にパダン周辺でレーダー・地

上・高層・衛星集中観測を実施し、現在は日本側と BPPT 若手の共同で降雨の定量的評価

（Quantitative Precipitation Estimation：QPE）、これと指標 5-4 の結果とから降雨量予測（Quantitative 
Precipitation Forecast：QPF）を行っている。また長期の雨量データ解析から、ジャカルタでは

太平洋・インド洋海水温経年変動と、パダンについては季節内変動などと雨量増大との関係を

得て論文として発表した。

指標 5-3：開始 3 年後までに、MCCOE 観測地域内で豪雨検出が行われる。

達成された。2013 年 1 月のジャカルタ大規模洪水に際し、本プロジェクトの観測網は豪雨

の開始前から終了後に至るまで完全な観測を達成し、その原因を明らかにした。

指標 5-4：開始 3 年後までに、MCCOE 観測地域内で短期豪雨予報が発出される。

部分的に達成された。ジャカルタ・パダンの各集中観測実施期間には毎日、日本の気象庁

非静力学モデル（Non Hydrostatic Model：NHM）を用いた局地予報計算が日本側で実施され、

ネット上に現実の雲・降雨分布と対照させて担当者内のみで公開された。一般への予報発出は

MCCOE 開所後の重要課題である。

３－２－６　成果 6

MCCOE における共同研究・開発により、短期気候変動（季節内変動、エルニーニョ、ダイポー

ルモードなど）の予測に関する成果が得られる。

成果 6 は、短期気候変動の予測研究を促進することをめざすものであり、以下の指標のとお

り、部分的な達成となっている。すなわち、ブイデータが予測モデルに統合されておらず、ま

た、予測モデルそのものも完全には完成していないことから、短期気候変動予測の改善は完全
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には達成されていない。

指標 6-1：開始 3 年後から終了までの 2 年間に、インドネシア側により査読付き国際学術誌に

年平均 5 件（計 10 件）以上論文が発表される。

達成される見込み。現時点までに、7 件の査読付き国際学術誌論文が刊行されている。2013
年度は 3 件の論文が追加予定である。

指標 6-2：開始 2 年半後までに、エルニーニョ現象 / インド洋ダイポールモード現象の発生段

階別ハザードマップが海大陸で作成される。

おおむね達成される見込みである。プロジェクトでは、大統領令で指定されたインドネシア

全土の重点稲作地域について研究を進めた。JAMSTEC の気候予測モデル（SINTEX-F）を用い

て ENSO や IOD による雨期開始時期のずれを示したマップは作成済みであり、現在その有用

性を実測データと比較検証を進めている。

指標 6-3：開始 2 年半後までに、太平洋及びインド洋において海水温変動検出
4
が行われる。

部分的に達成された。本プロジェクト期間中を通じ、太平洋・インド洋海水温に関する国際

ブイ網による実測と、SINTEX-F モデルによる予測がウェブサイトや電子メールで両国担当者

に速報され、BMKG 長官を座長とする大統領府気候変動評議会にも定期的に報告された。なお、

インドネシア製ブイの長期設置（定常運用）と国際ブイ網への登録、さらにデータの詳細な解

析による新たな異常発見は本プロジェクト終了後に持ち越されている。

３－３　プロジェクト目標の達成度

海陸の観測網最適化と情報活用を通じ、極限気候変動に関する予測精度向上及び降雨災害軽減対

策立案のための基礎研究・開発が推進され、その成果が世界に発信される。

プロジェクト目標は、プロジェクト終了までにおおむね達成されると見込まれる。成果 3 で中

断されたブイ長期設置（定常運用）や国際ブイ網の観測点登録は、本プロジェクト終了後にイン

ドネシア側予算で実施されること、また、JAMSTEC-BPPT の機関間国際協同は継続されること

から日本側が常時モニタを行い必要なサポートを行うことが、両者で確認されている。

指標 1：MCCOE の制度的、組織的メカニズムが機能する。

おおむね達成される見込み。インドネシア政府は、PUSPIPTEK 内に自国予算で竣工した BPPT
の新棟に、同庁地球環境科学技術推進室（GEOSTECH）付置の MCCOE を設置し、2013 年 11 月

13 日に開所した。MCCOE は、レーダー及びブイの観測、各種観測データ統合を推進するととも

に、国内関係省庁・研究機関連携の中核並びに諸外国との国際共同研究の受け皿となることが開

所式で表明された。

指標 2：気候変動に関する研究開発の社会的応用が、新たにインドネシアに導入される。

おおむね達成される見込み。レーダー観測される局地的降雨変動、及びブイ海水温観測から得

られる広域気候変動の両方の重要性が、本プロジェクト・メンバーによる技術研修、教育・啓発

活動を通じて、インドネシアの政府関係機関及び一般社会の双方に認識されるようになった。大

統領府の気候変動委員会ではブイ観測のデータ、また防災庁やジャカルタ特別州ではレーダー観

4
　 海水、特に気候変動に直接関係する海洋表面の水温の変動を検出すること。ここでは、インドネシア側が作製したブイに搭載し

た水温センサーで、海洋表面の水温変動を検出する。

－ 13 －



測のデータを大いに活用しており、これらのデータの有効性は 2013 年 1 月のジャカルタ洪水で

実証された。

３－４　実施プロセス

３－４－１　活動の進捗状況

（1）プロジェクト全般の進捗状況

プロジェクトの活動は、以下の項目を除いて、おおむね計画どおりに実施された。

1）MPR 牽引車の調達遅れ

MPR の調達は観測スケジュールに合わせて行われたが、牽引トラックの調達は予定

より 1 年間遅れた。この間、レンタルによる運用を実施した。

2）ブイ 1 号基の亡失

1 号基をおおむね計画どおりに 2012 年 9 月にパプア島近海に設置した。しかしながら、

2013 年 1 月に観測停止となった（バンダリズムによる影響と推測）。現在は、インドネ

シア側がブイ 2 号基へのバンダリズム対策、設置場所の変更等を検討中であり、ブイ 2
号基の運用開始はプロジェクト終了後になる見通しである。

（2）中間レビューにおける提言への対応

中間レビュー報告書に記述された 4 つの提言に対する対応は、以下のように確認された。

1）マスタープランの改定

日本・インドネシア国側双方は、中間レビュー報告書で提案されたプロジェクト目標

に関する 2 つの指標を設定することで M/P を改定することに合意した。また、本終了

時評価では、この 2 つの指標を用いた。

2）MCCOE における構想、使命、組織制度

インドネシア側研究代表者は、2012 ～ 2013 年の間、タイ、韓国、インド、ベトナム、

中国から気候変動に関する国際会議へ招待を受けたが、その機会を利用して、MCCOE
設立に関する講演を行い、そのなかで MCCOE の構想、使命、組織制度を説明している。

また、本調査期間中の 11 月 6 日に開催されたプロジェクトの最終ワークショップにお

いても、同様な講演が行われている。これらの講演等を通して、MCCOE の制度的枠組

みが準備されたといえる。

3）関連機関のコミットメント

以下は、中間レビューの後、プロジェクト目標の達成に向けた活動を加速させるため、

関係機関がとったプロジェクトへの前向きな対応である。

・ 中間レビュー調査の直後の 2012 年 11 月にインドネシア側研究代表者と本プロジェク

ト業務調整員が、BMKG と LAPAN が管轄する遠隔の観測点を巡回して担当者の意見

を聴取し、それを受けて 2013 年 1 月には担当者が各地で小規模な研修ワークショッ

プを行った。

・ その結果、BMKG 側から活動に関して積極的な提案があり、2013 年 6 月の JCC は初

めて BPPT 以外の BMKG で開催された。

・ また、WPR の管理・維持・運用について BMKG が責任をもつことを明記した文書が

正式に調印された。
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・ LAPAN も独自予算でレーダーを購入し、BPPT 管理の本プロジェクトの MPR との共

同観測を提案した。

4）プロジェクトの成果（アウトカム）が明確に理解されること

プロジェクト・チームとしてこの提言に関しては特別な対応はとらなかったが、以下

に示すように、プロジェクト活動の結果として成果（アウトカム）が目に見えるものと

なったと理解される。

気象の観測、データの蓄積、予測は複雑な課題であることから、本プロジェクトはい

くつかの専門領域から構成されており、また、インドネシア側の関係 3 機関の 6 つ以上

の局に及んでいる。このため、各専門家は互いの専門的テーマを理解することから始

まったといえる。2012 年 6 月の中間レビューまでは、プロジェクトの活動は、ほとん

ど独立して別々の専門家によって実施されており、また、主に成果 2（レーダー）、成

果 3（ブイ）、成果 4（データ）にまず取り組んでいた。一方、その後の 1 年間に、プロ

ジェクトの成果（アウトカム）につながる成果 5 及び 6（局地・広域気候変動）が大き

く進展している。

2013 年 1 月のジャカルタ洪水が、成果 5 の進展に大きく影響したといえる。同時期、

レーダー観測が完全に実施され、データはインドネシア側専門家により直ちに解析さ

れ、その結果はわずか 4 カ月後に日本人研究者との共著研究論文として刊行され、その

社会的貢献が日本・インドネシア国側双方のマスメディアによって報道された。この

間、成果 2、4 及び 5 の専門家は非常に密接に協力した。成果 6 に関しては、稲作地域（大

統領の指示令）における経年変化雨期変動が研究された。気候モデル SINTEX-F の応用

可能性が調査され、指標（IndoMI）の設計が試行された。その研究速報がインドネシア

側の会合で報告されており、ジャーナルに投稿予定である。これらは、成果 3、4 及び

6 の専門家間の横断的活動により得られたものであり、本プロジェクトのアウトカムと

して認識されている。

現在、成果 1 の明確な成果として、MCCOE が設立された。この新しい組織は成果 2
～成果 6 の全体を扱うものであり、今後、全関係者が共通の最終目標を更に理解する方

向に進むと思われる。

３－４－２　プロジェクト管理

プロジェクト管理については、以下のとおり、特段の問題はなかった。

（1）モニタリング・意思決定プロセス

ほとんど全期間を通じて、研究代表者を含め日本側担当者の少なくとも 1 名がインドネ

シアにいるか、あるいは日本国内でインドネシア人関係者と対応しており、情報共有を密

に保った。

（2）プロジェクト関係者間のコミュニケーション

日本側では、ほぼ 2 カ月に 1 回のペースで担当者会議が行われ、またインドネシア側で

も 3 機関間の幹部、指導的担当者がやはり 2 カ月に 1 度は会合や同席機会をもつとともに、

各成果担当者が中心となって Facebook 等も活用したリアルタイム情報交換体制を構築し

ている。
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第４章　評価結果
４－１　5 項目の評価結果

４－１－１　妥当性

プロジェクトの妥当性は、非常に高い。

気候変動については、特に短期的な気候変動課題についてインドネシア政府が優先的に取り

組む課題として以下の（1）及び（2）に示されている。これは、（3）に示す日本政府の対イン

ドネシア国別援助方針にも合致している。また、プロジェクト開始後に、稲作生産における異

常気象対策に関する大統領の指示が（4）として発表されている。さらに、インドネシアの科

学技術能力と人材の強化及び研究拠点（COE）開発を進める同国政府の科学技術に関する方針

が（5）及び（6）に示されている。これらの点より、本プロジェクト目標がインドネシア政府

の方針とわが国の ODA 政策に極めて合致するものであることが明らかである。

（1）「国家中期開発計画 2010-2014」

（2）「気候変動に対する国家活動計画」2007 年、環境省

（3）わが国の「対インドネシア共和国　国別援助方針」（2012 年 4 月）

重点分野「（3）アジア地域及び国際社会の課題への対応能力向上のための支援」に、「ア

ジア地域の抱える海上安全やテロ、感染症などの問題や、環境保全・気候変動等の地球規

模課題への対応能力や援助国（ドナー）としての能力の向上に寄与するための支援などを

行う」との記載がある。

（4 ）インドネシア共和国大統領令「異常気象現状を見据えた米生産の国家安全保障」2011
年 3 月

（5）「経済開発迅速化・拡大マスタープラン 2011-2025」（MP3EI、 2011 発表）

PUSPIPTEK を科学技術パークとして活用する方針が示されている。

（6）2010 年 RISTEK により発行された COE に関する科学技術指針

４－１－２　有効性

プロジェクトの有効性は高い。

（1）プロジェクト目標の達成度

本プロジェクトは、成果 3 で未完成となっているブイの長期設置（定常運用）対応等が

残っているが、M/P に計画された活動をほぼ終了させている。また、前述の懸案事項につ

いては、以下のとおりの対応が関係者で確認されている。さらに、指標別にみた実績も十

分である。これらのことから、プロジェクト目標は終了時までにおおむね達成されること

が見込まれる。

1）ブイの長期設置（定常運用）や国際観測点登録は、プロジェクト終了後にインドネシ
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ア側予算で実施される。

2）JAMSTEC-BPPT の機関間国際協同は継続されることから、日本側が常時モニタを行い、

必要なサポートを行う。

（2）プロジェクト目標達成への貢献要因

プロジェクト目標達成の貢献要因としては、以下のものが挙げられる。

・ 国全体の経済発展と、それに伴う気候災害への脆弱性や危機感の増大が、インドネシア

国内での本プロジェクトへの注目を高めた。

・ インドネシアの科学技術のキャパシティ強化に関連して、MP3EI において PUSPIPTEK
の科学技術パークとしての活用が述べられており、また、RISTEK からも COE 構想が提

示されるなど政府の強い政策支援があり、このことが本プロジェクト関係者の社会貢献

に対するモチベ－ションを高くしている。

（3）プロジェクト目標達成の阻害要因

・ プロジェクト目標達成の阻害要因としては、特に 2013 年 6 月の政府予算一律 20％カッ

トがある。この削減のため、ブイ探索・設置航海の期間短縮につながった。また、レーダー

については、CDR や MPR を除いて、連続運用ができない期間が少なからず生じている。

４－１－３　効率性

プロジェクトの効率性は中程度である。

（1）成果の達成度

成果 1 については、MCCOE の実質的な制度的枠組みが、本プロジェクト終了時までに

構築されると見込まれる。また、本プロジェクトの課題の最重要な柱というべき成果 2 ～

4 のレーダー、ブイ、データ運用の技術移転、及び成果 5 ～ 6 の（基礎に相当する）気候

研究に関する啓発はおおむね達成されると見込まれる。

（2）投入

日本側の投入については、専門家派遣、本邦研修受入れ、供与機材について、MPR 牽

引車の購入遅れがあった以外は、おおむね計画どおり実施された。

インドネシア側の投入に関しては、C/P は、研究者 99 名を配置するなど十分であった。

また、プロジェクト運営コストについては、インドネシア側資産となったレーダーの維持

管理費等はインドネシア側が負担しているが、前述のとおり、2013 年の 20％予算カット

の影響がブイ設置航海期間の短縮、レーダー運用の部分的運用となって表面化している。

（3）成果達成の阻害要因

成果達成を阻害している要因は、以下のとおりである。

①ブイ 1 号機の亡失

ブイ 1 号機の亡失の原因はバンダリズムと思われるが、これによりブイによる観測が停

止されている。また、バンダリズム対策の検討に時間を要し、ブイ 2 号機の導入が大幅に

遅れた。
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② 2013 年予算の 20％カット

③停電によりレーダー観測に支障が出ている。

（4）費用対効果

費用対効果の観点から、国際シンポジウム等に権威者を多数招へいしない、不要な資料

の印刷物の作成をしない等の方針をとっている。

４－１－４　インパクト

本プロジェクトのインパクトは高い。

本プロジェクトでは、以下のとおり、多くの前向きなインパクトが確認されている。

（1）技術の社会的寄与

・ BPPT は、CDR のデータを活用した降雨空間監視システム（SIJAMPANG）を開発し、ジャ

カルタ地域を対象に降雨分布情報を、政府機関だけでなく、一般市民にも一般公開してい

る。現在、ジョグジャカルタ地域を対象とする SIJAMPANG-2 の開発が進行中である。

・ ASEAN 防災・人道支援調整センター（ASEAN Coordinating Center for Humanitarian Assistance 
on Disaster Management：AHA Center）が BPPT に設置されており、ASEAN 諸国の主要都市

の降雨情報を公開しているが、このシステムは SIJAMPANG をベースにしたものである。

・ 北スラウェシ州マナドの空港近くにある WPR1 セットが BPPT から BMKG に移譲された。

BMKG は、同 WPR を気象観測以外に航空管制に利用することを計画中である。

・ 公共事業省及びジャカルタ特別州から、BPPT のレーダーデータ利用の要請が出ている。

・ ブイの設計・製造・維持管理の技術移転が終了したことから、マレーシアからブイ製造の

要請がきている。同様の要請が、インドネシア海洋漁業省からもきている。

（2）キャパシティ・ビルディング

・ BPPT から LAPAN 及び BMKG へ、レーダー及びブイの技術移転が行われた。

４－１－５　持続性

以下の点から、本プロジェクトは持続性が高いと判断される。

（1）制度・政策面

インドネシアの「国家中期開発計画 2010-2014」では、気候変動を優先的に取り組むべ

き課題の 1 つとしており、具体的分野として稲作地域での異常気象対策に関する大統領指

示がでている。また、MP3EI 2010-2025 においては、インドネシアの科学技術能力の強化

として、MCCOE が設置された PUSPIPTEK の再活用が挙げられている。これらのことから、

プロジェクト終了後も気候変動、MCCOE に対する制度・政策面の持続性は確保されてい

るといえる。

（2）組織・財政面

インドネシア側は、終了時評価調査の機会をとらえ、2013 年 11 月 13 日に PUSPIPTEK
に MCCOE を正式にオープンし、MCCOE の構想、使命、組織的構成のドラフトを作成し
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たところである。これからまさに財政・組織面の強化に移っていく段階である。インドネ

シア側研究代表者によれば、MCCOE の来年度予算を既に確保しており、組織体制も本プ

ロジェクトの成果 2 ～ 6 までに対応する 5 課体制とし、本プロジェクトでの活動が組織運

営の見本となることから、プロジェクト終了後の MCCOE の財政・組織面の持続性は確保

されることが期待される。

（3）技術面

全体としては、技術面はかなり自立発展するものと期待される。しかしながら、ブイの

維持管理ではセンサーの校正を他国に依頼せざるを得ないこと、レーダー管理に関しては

スタッフ不足、停電問題など、個別問題への取り組みが必要である。

４－２　評価の結論

本終了時評価調査団は、終了時評価の目的達成のため、利用可能なプロジェクト資料のレビュー

と主要関係者へのインタビューを実施した。調査団は、M/P 及び R/D に記された投入、活動はお

おむね順調に実施されており、成果、プロジェクト目標はおおむね達成される見込みであること

を確認した。本プロジェクトに関する 5 項目評価は、妥当性は非常に高い、有効性は高い、効率

性は中程度、インパクトは高い、持続性は高い、とした。

以上より、当初の予定どおり、本プロジェクトは 2014 年 3 月に終了することとする。
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第５章　提言と教訓

５－１　提言

（1）ブイの定常運用と国際観測網への登録

インドネシア側は、ブイの長期設置（定常運用）と国際観測網への登録をプロジェクト終

了後に実施する必要がある。このため、インドネシア側は、JAMSTEC と BPPT 間の覚書に

基づいて、日本側と連携していくことが望まれる。

（2）C/P からインドネシア側の他機関への技術移転

本プロジェクトを通して、ブイとレーダーに関する BPPT の技術的能力は強化されたこと

から、BPPT はインドネシアの他機関や地方政府から新たなブイの設置やレーダーデータの

利用に関するいろいろな要請を受けている。また、BPPT は SIJAMPANG の他地域への適用

も要請されている。プロジェクト関係者は、こうした要請に適切に応えるべきである。こう

した対応をすることが経験の展開につながり、結果としてプロジェクトの効果が持続するこ

とになる。

（3）MCCOE に関する広報活動の推進

MCCOE は、2013 年 11 月 13 日、PUSPIPTEK 内に開所されたものの、実質的な活動は準

備段階にある。BPPT は、プロジェクト終了までに、MCCOE の組織、予算、活動計画を示

した公式文書を提出することを表明している。これに関連して、今後は、例えば MCCOE の

ウェブサイトを開設して広く一般に広報を行い、その構想、使命、活動、予算、実行可能な

組織等がより具体的に定まっていくことが求められる。

（4）他のプロジェクトとの連携

本プロジェクトで得られた気候変動の観測・予測技術等の成果（アウトカム）を十分に活

用するために、JICA プロジェクト等の関連する他プロジェクトと連携し、気候変動の緩和・

適応に役立てていくべきである。

（5）海洋気象ブイデータの研究利用

ブイ 1 号基からのデータは今のところ入手できていないが、第 2 号基導入後は、そのデー

タを活用して気候変動観測・予測の研究を推進していくことが望まれる。また、第 2 号基の

定常運用開始後は、プロジェクト終了後であっても、国際観測網への登録を行うべきである。

５－２　教訓

（1）安全面の確保

2013 年 3 月に確認されたブイ 1 号基の亡失に伴い、ブイデータの観測が不可能となった。

この事態にかんがみ、海洋等の現場で観測装置やシステムを設置する場合は、物理的側面と

社会的側面の安全対策を考慮すべきである。物理的側面としては、装置等の地理的配置（よ

り安全性の高い地点への設置）や安全システムの導入（装置の多重化）を含み、社会的側面

はバンダリズム（公共施設の破壊行為）に関する住民への説明が含まれる。
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第６章　団長所感

（1 ）本プロジェクトは「極端気象現象（エルニーニョ現象等）の予測精度向上及び降雨による災

害緩和対策立案のための基礎研究・開発が推進され、その成果が世界に発信される」ことを目

標にして活動が行われてきた。今回、2014 年 3 月の本プロジェクト終了前に終了時評価を行い、

その結果、いまだ残された課題はあるもののプロジェクト目標はおおむね達成見込みとの結論

に至った。

（2 ）今回の評価では、①観測機器の設置に関する技術、また②観測データの処理並びにこれらを

活用した降雨予測モデル構築に関する技術の移転が進んでいること、さらに③これらを社会実

装するための新たな組織である MCCOE が新たに発足することが成果として確認できた。

（3 ）なかでも、MCCOE の発足については、本プロジェクト成果をインドネシア側にて持続的に

発展させるため、その中核的な組織として活躍が今後期待され、この観点から評価した。ただ

し、いまだ組織・制度（予算・人員数等）が十分に明確になっていないため、今後これらは早

急につめるべき課題として残されている。本プロジェクト残り期間、これらが円滑に整備され

るよう、日本側としてもプロジェクト活動を通じた的確な支援が期待される。

（4 ）また、海洋気象観測機器（ブイ 1 号機）による 2013 年 1 月より通信が途絶えている問題に

関しては、インドネシア政府の自助努力により 2014 年 9 月に捜索が行われること、また、同

時に 2 号機が設置される見込みであることを確認した。さらに、2 号機の設置に関しては、1
号機の教訓を生かして、安全対策（より安全な設置場所の選択、住民啓発への留意）がとられ

ることを確認した。

（5 ）本プロジェクトでは、このようにいまだいくつかの課題は残されているもののおおむね順調

に活動が進んできたと考えられる。その最も主要な要因の 1 つに、先方政府 C/P 機関と日本側

チーム中心者による適切なリーダーシップと双方チーム間の密なコミュニケーションに裏づけ

られた良好な関係を挙げたい。これらの要素については、一般的にも定量的な評価が難しいと

ころではあるが、プロジェクト成否を分ける極めて重要な要素であることが改めて印象づけら

れた。
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第７章　国際共同研究の視点

【JST 団員所感】

（1）プロジェクトの進捗

本プロジェクトは、インドネシアにおける短期気候変化に関する観測ネットワークの構築と

降雨予測の高精度化を目的とする。

インドネシアのように多くの島嶼から構成され、しかも大陸規模の島から構成される

Maritime Continent の気候・気象は、海洋と陸域、大気の複雑な相互作用のために、その変動の

予測は容易ではない。本研究では、海洋への高性能観測ブイの投入と陸域の気象レーダー等の

設置により、海洋、大気、陸域の気象・環境パラメーターを高精度で観測し、これらのデータ

を基に地域における降雨を高精度でモデル予測することを課題として研究を進めた。

5 年間で次の点において多くの成果が得られており、科学技術の視点からは、高く評価した

い。

①レーダーシステム・プロファイラーシステムの設置

②ブイの設置

③並びに、これらの高性能機器の設置に関するノウハウに関する技術の移転

④これらの観測機器からのデータの処理と公開

⑤また、これらの観測データを活用した降雨予測モデルの構築

⑥ さらにこれらの研究を継続し、研究成果を社会実装するための新たな組織である海大陸最

先端研究拠点（MCCOE）の発足

特に、MCCOE の発足（2013 年 11 月 13 日開所式）は、本プロジェクトで得られた成果を継

続的に活用するための社会実装に向けての大きな一歩であると評価する。

しかしながら一方で、次の点については、まだ残された課題も少なくない。

① ブイ 1 号機（一部）の消失に伴う処理（ブイの探索等）と、2 号機の設置

② 観測データに基づいた降雨予測の高精度化

また、MCCOE が具体的に何を目標として、どのような組織体制、予算の下で活動するのか

は必ずしも明確になっておらず、今後早急につめるべき課題として残されている。

（2）研究の推進体制

本プロジェクトは、研究代表者である山中大学博士及びファドリ博士の両研究代表による強

い指導力と調整力によってここまで進められてきた。MCCOEの発足まで漕ぎ着けた 2人のリー

ダーシップを高く評価したい。特に、山中博士は 32 年近くに及ぶインドネシアでの研究活動

を通じて、両国研究者の育成、研究協力の機運の醸成を含めインドネシアと日本の科学技術の

連携に大きく貢献してきている。本プロジェクトでは、その成果が現れたものと考えられる。

また、今回の調査を通じて、日本・インドネシア国側双方の研究者の研究推進に向けた強い

熱意を感じた。さまざまな課題での技術移転が円滑に行われたのもその結果であろう。

この連携がプロジェクト終了後も継続することを期待したい。

（3）その他

日本やフィリピンにおいては、2013年に、台風による大きな被害を受けた。台風やサイクロン、
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ハリケーン等の被害が地球温暖化に伴って増えることは既に予測されたことであるが、それが

現実となりつつある。これらの被害は今後もアジア各地で継続的に発生することが予想され、

短期的な気候変動の予測は世界における喫緊の課題である。

本プロジェクトの成果がインドネシア、日本のみならずアジアを含む多くの地域においてモ

デルとなることが望まれる。
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１．JCC の協議議事録（M/M）及び合同評価報告書

２．インタビュー記録

３．評価グリッド（和文）
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面 談 先：LAPAN
日　　時：2013 年 11 月 4 日（月）、10：30~12：30
場　　所：LAPAN バンドン

面談相手：Prof. Thomas Djamarddin, LAPAN
Dr. Eddy Hermawan, LAPAN
Dr. Teguh Harjana, LAPAN
Drs. Afif Budiono, LAPAN
Halimmurahman, LAPAN
その他、LAPAN 職員 10 名程度

面 談 者：＜調査団＞皆川泰典、＜プロジェクト＞山中大学、福田達也

＜インドネシア側（BPPT）＞ Dr. Fadli, Ms. Sopia

LAPAN は成果 6（outcomes）を担当しており、Dr. Eddy Hermawan が事前に質問票に回答し送付

してくれたため、同回答をベースに追加質問した。なお、面談は、BPPT からインタビューの説明、

続いて、福田プロジェクト調整員が進捗を説明、Dr.Eddy が回答を説明して後、皆川からの質問と

なった。同インタビューは、LAPAN 同僚への活動広報の場（ソーシャライゼーション）でもあった。

＜主な質疑等＞

（1）記述回答の概要

・ 活動の遅れの有無：第 4 回 JCC で、少し作業が遅れていることを報告している。2013 年は、

Indonesian Monsoon Index（IMI）Model の開発に集中した。これは、インドネシアの稲作重点

地域での気候変動調査に関係している。このモデルは、異常気候の場合にはあまりうまく動

かない。

・ 妥当性：プロジェクト活動の内容、方法、タイミングは、70% の満足度

・ 有効性：成果 6 では、もっと現実問題の解決に貢献すべき。インドネシア政府の関心は稲作

生産地で異常気象がいつ、どこで起きるか。これに応えるため、モデルの修正が必要。プロ

ジェクト目標の阻害要因は、まず、データ、次に財政的支援の継続、施設・整備、人材。

・ 効率性：本邦研修等は有効だが、参加者はインドネシアの状態についての理解・経験をもっ

とすべき。成果への阻害要因は、財政的サポートの不足。成果を社会に広報することが重要。

・ インパクト：日本の若手研究者と Indonesia Monsoon Climate（IMC）現象を共有できた。

・ 持続性：＜政策面＞インドネシア政府の関心事は、食糧安保問題と洪水で、（政策は継続）。

＜組織の側面＞ LAPAN も大気科学研究 COE の構想あり。＜技術面＞インドネシア側も移動

式レーダーシステムがあり、この点で（日本側と）共同作業が期待できる。

（2）インタビュー（追加質問）への回答

・ IMI model は、今開発しようとしているもの。1 つの index でなく、複数の index 間の相互作

用の研究が重要。

・ プロジェクト管理：若手研究者の更なるキャパシティ・ビルディングが必要である。

SATREPS と同様に、研究者間の共同作業化を促進すべき。研究論文を発表するいい機会で

ある。

・ 成果 6 では成果が出ているので、その広報を積極的に進めるべき。

・ インパクト：LAPAN もレーダーをもっており、BPPT のレーダー技術者から LAPAN に技術

移転したという効果が出ている。
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面 談 先：BPPT の成果 3（ブイ）担当

日　　時：2013 年 11 月 6 日（水）、13：00~16：00
場　　所：NEONET, BPPT
面談相手：Iyan Turyana, Buoy, BPPT

Wira.Yogantara, Buoy, BPPT
Arnold Dannarei, Buoy, BPPT
Alfi Rusdiansyah, Buoy, BPPT
Dr. Udrekh, SIJAMPANG, BPPT
Ardhi A. Arbain, Radar, BPPT

面 談 者：＜調査団＞皆川泰典、＜プロジェクト＞山中大学、福田達也

＜インドネシア側（BPPT）＞ Ms. Sopia

インドネシア側主要 C/P 機関の BPPT に対するインタビューは、担当する成果別に 3 グループ

に分けて、以下のように実施。質問票に基づいてインタビューを実施。

（1）成果 3（ブイ観測）：13：00~14：30
（2）成果 2（レーダー）及び成果 4（データ公開）：14：30~15：30
（3）成果 4（SIJAMPAN）：15：30~16：00
＜主な質疑等＞

＜成果 3：ブイ担当＞

・ 活動の遅れ：昨年までの活動（技術移転が中心）は、完璧にうまくいっていた。しかし、

2013 年 4 月の全政府機関の予算 20% カットにより、航海の実施に影響が出た。ブイ 2 号基

向けのテスト航海は（通信機の機能テスト）、2 日間ジャワ島沖で実施するように日程変更

した。

・ ブイ 1 号基亡失問題：2013 年 3 月に亡失。対策として、2013 年 9 月に 1 号基の設置場所に

2 号基を置く計画は中止した（パプア沖は遠いし、バンダリズムの再発の懸念）。2 号基は、

太平洋のパプア沖の北の設置予定。インドネシア政府は毎年海洋関係省庁共同で航海をして

おり、2014 年の東部インドネシア航海時に設置作業を実施する。実稼働目標、2014 年 9 月。

・ （１－３－（2）コミュニケーション）問題なし。当初は通訳が必要だったが、技術用語は通

訳不要で、スムーズな会話ができた。

・ （２－１－３　妥当性）提案として、イリジウム通信の技術が BPPT にあるので、日本・イ

ンドネシア国側双方の人若手研究者での共有が可能。若手研究者への研究の機会増加が必要。

SATREPS の延長とか、長期留学（修士号等、特に工学部）。

・ （２－２－１　成果の達成度）成果 2 は、技術面終了。問題は、予算カットによる航海期間

の短縮なので、JICA の追加支援があれば、計画に沿って実施可能だったかもしれない。

・ （２－３－１ 投入は十分か）特に本邦研修では、5S 活動などの労働効率化コンセプトも学ん

だ。BPPT では、今、OFS（Ocean Forecasting System）という海洋研究のコンセプトをつくっ

ている最中であり、食糧安全対策にも応用可能。要素は、ocean observation, remote sensing, 
numerical model の 3 つであり、これらが統合されて real-time information system につながる

というもので、コンセプトという意味で MCCOE と同じ。対象は全インドネシアで、近々、

RISTEK予算でBPPTの 15~16名の職員が日本で同コンセプトを勉強予定。これは、本プロジェ

クトのインパクトに挙げられる。
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・ （２－３－２　成果の阻害要因）バンダリズム対策として、基礎教育課程での科学技術の必

要性の授業が必要で、キャンペーンが必要。ユネスコもバンダリズム対策を考えており、同

事例発生の場合、報告書類があることが分かっている。ユネスコでは、LIPI との共同で漁民

に対する啓発活動計画がある。対象は太平洋、インド洋が対象。

・ （２－４－１　インパクト）SATREPS に参加して、気象現象の新たな因果関係を理解できる

ようになった。上記 OFS プログラムへの取り組み開始。

・ （２－５－３）供与機材について、ブイ本体のメンテナンスは自分たちで可能だが、特にブ

イのセンサーが今後問題となる。すなわち、センサーの点検・修理等は海外の業者に依頼せ

ざるを得ない。例えば、Ina TRITON のセンサーは特殊なものなので、インドネシア国内で

の校正は難しい。

・ 全体的なコメント：プロジェクトの継続を希望。若手研究者への長期研修（修士号・博士号

取得）の機会の提供を希望。赤道付近には多くの他国製ブイがあるが、やはり自国製（イン

ドネシア国製）がほしい。ブイの開発・設置技術等は自分たちで可能。

面 談 先：BPPT の成果 2（レーダー）及び成果 4（データ公開）担当

日　　時：2013 年 11 月 6 日（水）、14：30~16：00
場　　所：GEONET, BPPT
面談相手：Dr. Udrekh, BPPT（SIJAMPANG）

 Ardhi A. Arbain, BPPT（radar）
 Sopia Lestari, BPPT（データ公開）

面 談 者：＜調査団＞皆川泰典、＜プロジェクト＞山中大学、福田達也

成果 2（レーダー技術）担当と成果 4（データ公開）担当へのインタビュー。

＜成果 2 レーダー技術＞

・ （１－１　活動の進捗）活動に遅れはなく、スムーズにいっている。

・ （１－３－２　コミュニケーション）問題なし。日本側とは、e-mail で連絡している。イン

ドネシア側関係機関間の意思疎通も問題ない。

・ （２－１－３　活動満足度）満足。

・ （２－３－２　阻害要因）レーダーの停電が起きているが、問題は国営電力会社 PLN のサー

ビスがよくないこと。プロジェクト外の組織 PLN と交渉しなければならない。

・ （２－４－１　インパクト）公共事業省 PU やジャカルタ州政府から BPPT のレーダーデータ

利用の要求がきている。MoU を結んで対応する予定。若手レーダー技術者が最新知識を取

得する機会になっている。彼は、2013 年 1 月ジャカルタ豪雨に関連して、TV 出演して気象

問題を説明する機会を得た。

・ （２－５－３　持続性・技術面）レーダー技術者は不足。これは、今後問題が表面化する。

面談者はデータ管理と MPR のメンテを兼務。今は、たった 2 名しか MPR、CDR の操作を知

らない。ブイ・チームのように少なくとも 5 名の技術者が必要。彼は既に BPPT にレーダー

技術者の増員を提案している。

・ （２－５－３　技術面での持続性）1 台のレーダー管理に 3 名必要。彼が管理マニュアルを

つくっている。他の機関とレーダー網整備で協働化を期待する。

・ その他：本プロジェクトの継続が必要。現在はリアルタイム降雨であり、降雨予測がない。
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将来、予測を実現したい。

＜成果 4 データ管理＞

・ （１－１　活動の進捗）活動に遅れはない。Sopia さんはデータ管理で論文を執筆中（2014
年 1 月に出版予定）。

・ （１－３－２　コミュニケーション）BMKG との共同作業では、BMKG 側の担当が変わった

ので、プロジェクトの説明をやり直す必要があった。理由は、BMKG が欧州の国のプロジェ

クトに人材をシフトさせたため。

・ （２－３－２　阻害要因）BMKG にデータ管理担当ができ、新しいルールもでき、やりにく

くなった。ただし、BMKG の新しい長官がサポーティブである。

・ （２－３－２　貢献要因）データ管理の研修（JAMSTEC にて）に BMKG 担当者を招待した。

この結果、データ入手がスムーズになった。

・ （２－４－１　インパクト）プロジェクトの実施により、BMKG からのデータ入手がスムー

ズになった。

・ （２－５－３　技術面での持続性）NEONET（BPPT）に関係する全データが統合されること

を望む。

＜ SIJAMPANG 担当＞ Dr. Udrekh
・ SIJAMPANG：ジャカルタの降雨状況を、発生後 2 時間後から表示可能な GIS ベースの降雨

表示システム。2005 ～ 2009 年に文科省予算で実施したハリマオプロジェクトからアイデア

があった。この MCCOE プロジェクトの担当者（Dr. Uderkh）がハリマオプロジェクトに参

加しており、本プロジェクトの日本側研究者からの指導を受けながら、本プロジェクトのデー

タを応用する事例として SIJAMPANG システムを開発し、ジャカルタに適用した。システム

の企画・デザイン・分析手法等は本プロジェクト側が提供し、BPPT 担当者が表示システム

を開発した。本プロジェクトによるインパクトの 1 つである。

・ 現在、ジョグジャカルタ版 SIJAMPANG を開発中。ただし、現行の SIJAMPANG は雨期に稼

働させるべく（電気代の節約）、停止中。

＜ AHA センター＞

・ AHA センターは、ASEAN 諸国の主要都市の降雨状況等を表示するシステムであり、BPPT
内の GEONET 下で稼働している。同システムすべてを BPPT が開発し、使用ソフトも BPPT
が導入。MCCOE-SATREPS を通して SIJAMPANG が開発され、SIJAMPANG を見本にした

AHA センターが開発された。インパクトの 1 つといえる。

面 談 先：Dr. Fadli, Project Manager
日　　時：2013 年 11 月 7 日（木）、8：30~10：30
場　　所：GEONET, BPPT
面 談 者：＜調査団＞皆川泰典、＜プロジェクト＞山中大学、福田達也

＜インドネシア側（BPPT）＞ Ms. Sopia

Project Manager である Dr. Fadli へのインタビュー。彼は、成果 1（MCCOE 設立）の担当でもある。

・ （１－１　進捗）成果 1 に関し、建物は既にスルポンに完成している。Vision、Mission 等は、

11 月 6 日の Final WS で説明している。組織は、本プロジェクトの成果に合わせ以下の 5 グルー

プとしている。1 課：レーダー、2 課：ブイ、3 課：気候変動に関する index 作成、4 課：モ
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デリング、5 課：海洋観測。Deputy の下になる。

・ 予算：最初の 3 年間は BPPT の予算を使う予定。詳細は Deputy が答えられる。レーダー管

理費用等のルーティンコストはバペナスから来ることになる。以上より、成果 1 は順調であ

る。

・ （１－２　中間レビューの提言への対応）

①  M/P の改訂（プロジェクト目標の指標設定）プロジェクト目標の指標設定については、

次の JCC で設定する、終了時評価で同指標を使うこととする。

②  Vision、Mission 等：11 月 6 日の WS でプレゼン済み。

③ 他機関の参加：LAPAN、BMKG とも参加は積極的になった。第 4 回 JCC は BMKG で開催

された。

④ 広報活動：取り組み中。11 月 6 日の WS は、国内向けの説明会（ソシャリゼーション）。

・ （１－３－（1）JCC）Deputy が JCC の議長であり、大変有効な議論の場となっている。

・ （１－３－（2）意思疎通）うまくいっている。BMKG との活動はプロジェクトの後半にスケ

ジュールされており、現在まさに意思疎通を拡大中であり、60~70% の進捗率とみている。

公式会議は多くはないが、非公式会合は頻繁。

・ （本プロジェクト向けインドネシア側予算）ブイ管理のための航海に費用負担、危機の電気

代等、インドネシア側負担分も後ほど提供。

・ （２－１－１　最新開発政策文書）特になし。

・ （２－１－３　満足度）一般的は満足だが、BMKG からは気象に関するキャパシティ・ビル

ディングが少ないというコメントがあった。

・ （２－２－１　成果達成度）成果 4 はほぼ達成、成果 5 は科学的側面は少し弱い。

・ （２－３－２　要因）阻害は funding。
・ （２－４　インパクト）① SIJAMPANG は一般社会への直接的貢献大。②ブイ技術では、イ

ンドネシア側への技術移転完了で、マレーシアからブイ製造の注文がある予定（センサー数

は少ないタイプ）、また、KKP 国家海洋漁業省からも注文がある予定。③レーダー：国家航

空省は MPR、BMKG は他のレーダーを所有。このため、そのメンテナンス、操作の研修を

BPPT へ依頼が来た。

・ （２－５　持続性）：①政策面：政府のサポートは大きい。②財政面：これから財政・組織強

化に進むので、持続性の予見は難しい。③技術面：WPR で BMKG と LAPAN へ権利移譲し

ている。レーダーは人材不足と PLN 問題、その他センサーの校正で他国へ依頼する必要が

ある。また、ocean forecasting system は単なるツールだが、2014 年は BPPT で負担予定、2015
年については、関係省庁で協議中。
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面 談 先：BMKG
日　　時：2013 年 11 月 7 日（木）、13：00~ 14：30
場　　所：BMKG
面談相手：Mr. Yunus Subagio, BPPT

Dra. Nurhayati, BPPT
Ir. Sunaryo , BPPT
その他 3 名

面 談 者：＜調査団＞皆川泰典、＜プロジェクト＞山中大学、福田達也

＜インドネシア側（BPPT）＞ Ms. Sopia

成果 5 の州担当である BMKG へのインタビュー。2013 年 1 月の本邦研修（データ管理）に参

加した Sunaryo が記入した回答をベースに質問。BMKG は現業官庁であることから、あまり研究

ベースの活動には関心が少ないという印象。インタビュー中、資機材への要請がよく出ていた。

＜主な内容＞

・ （１－１　活動の進捗）活動は計画どおり、大きな遅れなし。

・ （１－３－２　意思疎通）問題なし。

・ （２－１－２　活動の内容）2013 年 1 月のデータ管理に関する本邦研修は、有益だった。現

在 BMKG が実施している SADA&D（South East Climate Assessment and Dataset）の website 開

発で使う EXELSTAT というツールと類似の手法が勉強できたので。

・ （２－１－３　満足度）活動内容には満足している、特に JAMSTEC での技術研修。1 月の研

修参加者の 1 名は、今中国支援により中国で博士号課程に進んでいる。

・ （２－２－１成果達成度）（女性より）活動による成果物が何か、よく分からなかった。（BMKG
の最大の関心事は、マナドにある BPPT の WPR を移譲されたことであり、この点について

のコメントが続いた。）重要なことはキャパシティ・ビルディングが第一、次に設備であり、

マナドの WPR を運用していくためにもっと技術研修が必要。本プロジェクトでは、技術研

修は 1 日研修だけであり、不十分。操作研修は十分だったが、データ解析のキャパシティ・

ビルディングが必要。

・ （２－３－１　投入）技術研修が十分でない。また、正式に BPPT2 に連絡してないが、パダ

ン担当の BMKG 作業員によると、パダンには XDR が 2 セット（プロジェクトと BMKG 独自）

あるが、プロジェクトの XDR はうまく活動していない。2 セットは 1 カ所に必要ないので、

他の場所に移したい、という情報が入っている。

・ （２－３－２　成果阻害要因）予算、人材、研修の不足。マナドの WPR を運用するには技

術研修が必要。BMKG には WPR を航空管制に使おうというアイデアがある（インパクトの

1 つになる）。これまでの同 WPR は気象目的のみだった。上記アイデア実現に向け、何が不

足しているか、来週調査予定。インドネシアの主要空港に WPR を入れたいと考えている。

（BMKG 側も大きな機材購入予算をもっており、CDR3~5 台 / 年、Automatic weather station 20 
sets/yr, Automatic rain gauge 20 sets/yr, AWOS for airport 等を説明していた。）

・ （２－５－１　政策面持続性）BMKG は新しい組織である海洋気象部門を強化したいので、

本プロジェクトが継続されることを望む。

・ （２－５－３　技術面持続性）マナドの WPR は、メンテナンス作業は問題ないがデータ解析・

活用はまだ進んでいない。BMKG は、多くの領域を担当する多くのリーダーを必要として
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おり、キャパシティ・ビルディングが常に必要。レーダーが複雑になっており、また、国内

だけでなく国際的な協同の必要になっており、今後とも、BPPT、LAPAN との協力が必要と

考えている。若手職員には、もっと経験を積む機会が必要である。
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に
、
気
象
レ
ー
ダ
ー

網
の

う
ち

少
な

く
と

も
1
基

は
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
に
よ
り
運
転
維
持
管
理
さ
れ
る
」
の
実
績

達
成

さ
れ

た
。

20
11

年
度

に
導

入
さ

れ
た

マ
ル

チ
パ

ラ
メ

タ
レ

ー
ダ

ー
（

M
PR

）
1
基

は
、

メ
ー

カ
ー
（

独
）

と
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
国

内
（

ボ
ゴ

ー
ル

及

び
パ
ダ
ン
）
で
の
研
修
を
経
て
、

B
PP

T
が
集
中
観
測
用
に
断

続
運
用
・
保
守
し
て
い
る
。
ま
た
以
前
日
本
が
構
築
・
維
持
し
て
き
た
レ
ー
ダ
ー
群
（

C
D

R
、

X
D

R
、

W
PR

s）
も

20
12

年
に

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

に
供

与
さ

れ
て

B
PP

T、
B

M
K

G
、

LA
PA

N
が

運
用
・

保
守

し
て

お
り
、

こ
の

う
ち

C
D

R
 1

基
は

B
PP

T
が
連
続
観
測
に
使
用
し
て
い
る
。

「
指

標
2-

2:
 開

始
3 
年

後
ま

で
に
、

最
適

化
し

た

気
象

レ
ー

ダ
ー

網
を

通
し

て
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側

研
究

者
に

よ
り
、

高
精

度
降

雨
観

測
が

毎
年

雨
期

に
1 
回
以
上
計
画
・
実
施
さ
れ
る
」
の
実
績

達
成

さ
れ

た
。

M
PR

は
、

20
11

年
12

月
に

X
D

R
と

と
も

に
パ

ダ
ン

で
、

ま
た

20
12

~1
3
年

に
は

C
D

R
と

と
も

に
ジ

ャ
カ

ル
タ

で
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
が

中
心

と
な

り
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

で
情

報
交

換
・

公
開

さ
れ

つ
つ

運
用

さ
れ

た
。

20
13

年
1
月

ジ
ャ

カ
ル

タ
洪

水
の

原
因

と
な

っ
た

豪
雨

の
完

全
な

観
測

に
成

功
し
、

そ
の

デ
ー

タ
は

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

人
若

手
に

よ
り

解
析

さ
れ
、

5
月

に
は

日
本

側
と

共
著

で
論

文
刊

行
さ

れ
る

と
と

も
に
、

両
国

の
マ

ス

コ
ミ
に
報
道
さ
れ
た
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

3
「

最
適

化
さ

れ
た

海
洋

観
測

網
に

よ
り
、

短
期

気
候

変
動

予
測

を
可

能
と

す
る

観
測

技

術
が

M
C

C
O

E
に

確
立

さ
れ

る
。
」

「
指

標
3-

1:
 開

始
3 
年

後
ま

で
に
、

イ
ン

ド
ネ

シ

ア
側

に
よ

り
、

1
つ

の
海

洋
観

測
地

点
が

運
営

さ

れ
、

2 
基

の
海

洋
観

測
ブ

イ
が

管
理

さ
れ

る
」

の

実
績

部
分

的
に

達
成

さ
れ

た
。

日
本

国
内
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

現
地
、

双
方

の
研

究
船

上
で

の
研

修
に

よ
り
、

設
計
・

製
作
・

校
正
・

設
置
・

回
収

に
関

す
る

技
術
移
転
は
完
全
に
達
成
さ
れ
、
1
号
基
が

20
12

年
9
月
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
東
部
沖
太
平
洋
上
に
あ
る
国
際
熱
帯
ブ
イ
網
登
録
観
測
点
に
設
置
さ
れ
た
（
米

日
に

次
ぎ

3
番

目
）
。

1
号

基
は

20
13

年
3
月

亡
失

し
た
（

人
為

的
原

因
と

考
え

ら
れ

る
）

が
、

対
策
（

海
軍

的
迷

彩
、

通
信

機
複

数
化

、
等

）
を

施
し

た
2
号
基
は
ジ
ャ
ワ
沖
イ
ン
ド
洋
上
（
ジ
ャ
カ
ル
タ
豪
雨
に
重
要
）
に
試
験
設
置
さ
れ
、
長
期
設
置
・
国
際
登
録
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
行
う
。

「
指

標
3-

2:
 定

例
保

守
航

海
が

年
1
回

実
施

さ
れ

る
」
の
実
績

ほ
ぼ

達
成

さ
れ

た
。

B
PP

T
の

研
究

船
（

B
ar

un
a 

Ja
ya

 I
II
）

は
20

11
年

4~
5
月

に
テ

ス
ト

用
ブ

イ
設

置
・

回
収

の
研

修
の

た
め

の
航

海
、

20
12

年
9
月

に
1
号

基
設

置
の

た
め

の
航

海
を

達
成

し
た
。

20
13

年
に

は
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
全

省
庁

予
算

削
減
（

米
国

金
融

政
策

変
更

に
伴

う
新

興
国

財
政

難
に

よ
る

）

で
短
期
と
な
っ
た
が
、

11
月
後
半
に
航
海
が
実
施
さ
れ
る
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

4
「

M
C

C
O

E
に

お
け

る
共

同
研

究
・

開
発

を
通

じ
、

上
記

成

果
2
の

大
気

観
測

網
及

び
成

果
3
の

海
洋

観
測

網
の

デ
ー

タ
を

品
質

管
理
・

蓄
積
・

解

析
し
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
内

社
会

各
方

面
に

公
開

す
る

技

術
が

M
C

C
O

E
に

確
立

さ
れ

る
。
」

「
指

標
4-

1:
開

始
2 
年

後
ま

で
に
、

イ
ン

ド
ネ

シ

ア
気

候
変

動
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
（

少
な

く
と

も
20

0
地
点
）
が
開
発
さ

れ
る
」
の
実
績

ほ
ぼ

達
成

さ
れ

た
。

収
集

活
動

を
行

っ
た

が
連

続
性

が
よ

く
な

か
っ

た
地

点
を

除
き
、

12
0
地

点
に

つ
い

て
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
を

作
成

し
た
。

特
に

重
点

地

域
の

ジ
ャ

カ
ル

タ
周

辺
で

は
9
地

点
の

デ
ー

タ
か

ら
日

本
・

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

両
国

協
同

で
経

年
変

動
を

解
析

し
、

太
平

洋
（

エ
ル

ニ
ー

ニ
ョ

南
方

振
動

=E
N

SO
）
・
イ
ン
ド
洋
（
ダ
イ
ポ
ー
ル
モ
ー
ド

=I
O

D
）
の
両
者
と
の
強
い
相
関
を
見
出
し
て
論
文
刊
行
し
た
。

「
指

標
4-

2:
 開

始
3 
年

後
ま

で
に
、

N
EO

N
ET

 か
ら
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
に

よ
り

大
気

観
測

デ
ー

タ

（
5 
地
点
）
が
国

内
外
に
公
開
さ
れ
る
」
の
実
績

公
開

体
制

は
構

築
し

た
。

C
D

R
に

よ
る

ジ
ャ

カ
ル

タ
周

辺
の

雨
域

分
布

は
、

B
PP

T
が

開
発
・

運
用

す
る

サ
イ

ト
（

SI
JA

M
PA

N
G
）

で
完

全
ネ

ッ
ト

公

開
さ

れ
、

大
統

領
府
（

防
災

庁
）
・

ジ
ャ

カ
ル

タ
都

庁
・

B
M

K
G
か

ら
一

般
市

民
に

ま
で

利
用

さ
れ

て
い

る
。

X
D

R
も

SI
JA

M
PA

N
G

-2
と

し
て

同
様

の
公

開
準

備
は

完
了

し
て

い
る
。

W
PR

sに
つ

い
て

は
LA

PA
N
、

B
M

K
G
が

デ
ー

タ
を

管
理

し
て

お
り
、

さ
ら

に
B

M
K

G
は

自
国

予
算

で
30

以
上

の

地
点
に

C
D

R
設
置
と

SI
JA

M
PA

N
G
の
稼
働
を
推
進
中
で
あ
る
。

「
指

標
4-

3:
 開

始
2 
年

半
後

ま
で

に
、

N
EO

N
ET

 
か

ら
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
に

よ
り

1
観

測
点

の
ブ

イ
デ
ー
タ
が
公
開
さ
れ
る
」
の
実
績

部
分

的
に

達
成

さ
れ

た
。

日
本

国
内

及
び

現
地

で
研

修
を

行
い
、

最
終

的
に

は
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
人

中
核

若
手

技
術

者
が

自
力

で
実

時
間

及
び

回
収

後
の

ブ
イ

デ
ー

タ
品

質
管

理
・

国
際

発
信

シ
ス

テ
ム

を
開

発
、

さ
ら

に
彼

が
講

師
と

な
っ

て
他

の
若

手
技

術
者

の
研

修
も

開
始

し
た
。

あ
と

は
1
号

基
亡

失

で
絶
た
れ
た
実
際
の
ブ
イ
デ
ー
タ
を
受
信
し
て
、
長
期
実
用
を
実
現
す
る
だ
け
で
あ
る
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

5
「
成
果

4
で
集
め
ら
れ
る
デ
ー

タ
が

社
会

応
用

可
能

な
二

次

的
気

象
・

気
候

情
報

に
変

換

さ
れ

る
と

と
も

に
、

社
会

的

適
用
例
が
開
発
さ
れ
る
。
」

「
指

標
5-

1:
 開

始
3 
年

後
か

ら
終

了
ま

で
の

2 
年

間
に
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
に

よ
り

査
読

付
き

国
際

学
術

誌
に

年
平

均
5 
件
（

計
10

 件
）

以
上

論
文

が
発
表
さ
れ
る
」
の
実
績

最
終

年
度

に
は

目
標

を
達

成
で

き
る

見
通

し
で

あ
る
。

現
時

点
ま

で
に
、

B
PP

T
の

研
究

者
及

び
現

在
京

大
（

別
予

算
）

ポ
ス

ド
ク

採
用

者
ら

に
よ

り
、

8
件

の
査

読
付

き
国

際
学

術
誌

論
文

が
刊

行
さ

れ
て

い
る
。

こ
の

う
ち

20
13

年
度

は
3
本

で
、

さ
ら

に
現

在
神

戸
大

大
学

院
生
（

SA
TR

EP
S
枠

国
費

留

学
生
）
を
含
む

B
PP

T
若
手
に
よ
る
投
稿
目
前
の

3
件
を
加
え
れ
ば
計

6
件
と
な
る
。

「
指

標
5-

2:
 開

始
3 
年

後
ま

で
に
、

定
量

的
降

雨

予
測
（

Q
PF

）
・

極
端

現
象

発
生

頻
度

分
布

が
少

な

く
と
も

2 
地
域
に
つ
い
て
作
成
さ
れ
る
」
の
実
績

部
分

的
に

達
成

さ
れ

た
。

計
画

ど
お

り
集

中
観

測
を

行
い
、

最
終

年
度

末
完

成
を

め
ざ

し
て

解
析

中
で

あ
る
。

20
10

年
に

ジ
ャ

カ
ル

タ
周

辺
、

20
11

年

に
パ

ダ
ン

周
辺

で
レ

ー
ダ

ー
・

地
上
・

高
層
・

衛
星

集
中

観
測

を
実

施
し
、

現
在

は
日

本
側

と
B

PP
T
若

手
の

協
同

で
降

雨
の

定
量

的
評

価
（

Q
PE

）
、

こ
れ

と
指

標
5-

4
の

結
果

と
か

ら
Q

PF
を

行
っ

て
い

る
。

ま
た

長
期

の
雨

量
デ

ー
タ

解
析

か
ら
、

ジ
ャ

カ
ル

タ
で

は
太

平
洋
・

イ
ン

ド
洋

海
水

温
経

年

変
動
と
、
パ
ダ
ン
に
つ
い
て
は
季
節
内
変
動
な
ど
と
雨
量
増
大
と
の
関
係
を
得
て
論
文
と
し
て
発
表
し
た
。

「
指
標

5-
3:

 開
始

3 
年
後
ま
で
に
、

M
C

C
O

E 
観
測

地
域
内
で
豪
雨
検

出
が
行
わ
れ
る
」
の
実
績

達
成

さ
れ

た
。

観
測

範
囲
・

期
間

内
で

1
回

起
き

た
大

規
模

洪
水
（

20
13

年
1
月
、

ジ
ャ

カ
ル

タ
）

に
際

し
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

観
測

網
は

豪
雨

の

開
始

前
か

ら
終

了
後

に
至

る
ま

で
完

全
な

観
測

を
達

成
し
、

そ
の

原
因
（

赤
道

越
え

ア
ジ

ア
モ

ン
ス

ー
ン
、

イ
ン

ド
洋

か
ら

の
季

節
内

変
動
、

ジ
ャ

ワ

北
岸

の
海

陸
風

局
地

循
環

）
を

明
ら

か
に

し
た
。

観
測

中
に

も
停

電
が

発
生

し
た

こ
と

か
ら
、

局
所

的
、

短
時

間
に

発
生

す
る

豪
雨

の
常

時
連

続
監

視

の
た
め
の
電
源
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
改
善
の
必
要
性
も
、
再
認
識
さ
れ
た
。

「
指

標
5-

4:
  
開

始
3 
年

後
ま

で
に
、

M
C

C
O

E 
観

測
地

域
内

で
短

期
豪

雨
予

報
が

発
出

さ
れ

る
」

の

実
績

部
分

的
に

達
成

さ
れ

た
。

ジ
ャ

カ
ル

タ
・

パ
ダ

ン
の

各
集

中
観

測
実

施
期

間
に

は
毎

日
、

気
象

庁
非

静
力

学
モ

デ
ル
（

N
H

M
）

を
用

い
た

局
地

予
報

計

算
が

日
本

側
で

実
施

さ
れ
、

ネ
ッ

ト
上

に
現

実
の

雲
・

降
雨

分
布

と
対

照
さ

せ
て

担
当

者
内

の
み

で
公

開
さ

れ
た
。

ジ
ャ

カ
ル

タ
で

20
11

年
末

に
開

始

し
た

雨
期

の
毎

朝
の

超
省

庁
降

雨
ブ

リ
ー

フ
ィ

ン
グ

で
は
、

20
12

年
1~

2
月

の
約

1
カ

月
に

限
っ

て
同

様
な

計
算

が
実

施
さ

れ
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
担

当
者
に
よ
り
利
用
さ
れ
た
。
一
般
へ
の
予
報
発
出
は

M
C

C
O

E
開
所
後
の
重
要
課
題
で
あ
る
。

－ 96 －



ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

6
「

M
C

C
O

E
に

お
け

る
共

同
研

究
・

開
発

に
よ

り
、

短
期

気

候
変

動
（

季
節

内
変

動
、

エ

ル
ニ

ー
ニ

ョ
、

ダ
イ

ポ
ー

ル

モ
ー

ド
な

ど
）

の
予

測
に

関

す
る
成
果
が
得
ら
れ
る
。
」

「
指

標
6-

1:
 開

始
3 
年

後
か

ら
終

了
ま

で
の

2 
年

間
に
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
に

よ
り

査
読

付
き

国
際

学
術

誌
に

年
平

均
5 
件
（

計
10

 件
）

以
上

論
文

が
発
表
さ
れ
る
」
の
実
績

最
終

年
度

以
降

に
達

成
す

る
見

込
み

で
あ

る
。

現
時

点
ま

で
に

B
PP

T
の

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
研

究
代

表
者
、

B
M

K
G
の

研
究

者
、

元
JA

M
ST

EC
ポ

ス

ド
ク
の
大
学
教
員
な
ど
を
筆
頭
著
者
と
す
る

7
件
の
査
読
付
き
国
際
学
術
誌
論
文
が
刊
行
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
う
ち

20
13

年
度
は

2
件
で
、
本
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

ポ
ス

ド
ク

任
期

満
了

後
帰

国
し

た
者

を
筆

頭
と

す
る

準
備

中
1
件

を
加

え
る

と
計

3
件

で
、

他
に

未
発

表
の

成
果
（

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

語
で

は
論

文

刊
行
）
も
あ
る
こ
と
か
ら
今
後
は
更
に
増
え
る
見
込
み
で
あ
る
。

「
指

標
6-

2:
  
開

始
2 
年

半
後

ま
で

に
、

エ
ル

ニ
ー

ニ
ョ

現
象

/イ
ン

ド
洋

ダ
イ

ポ
ー

ル
モ

ー
ド

現
象

の
発

生
段

階
別

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
が

海
大

陸
で

作

成
さ
れ
る
」
の
実
績

ほ
ぼ

達
成

さ
れ

る
見

込
み

で
あ

る
。

日
本

側
ポ

ス
ド

ク
採

用
者

と
、

LA
PA

N
中

核
研

究
者

ら
に

よ
り
、

大
統

領
令

で
指

定
さ

れ
た

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

全
土

の
重

点
稲

作
地

域
に

つ
い

て
研

究
を

進
め

た
。

JA
M

ST
EC

の
気

候
予

測
モ

デ
ル
（

SI
N

TE
X

-F
）

を
用

い
て

EN
SO

や
IO

D
に

よ
る

雨
期

開
始

時
期

の

ず
れ
を
示
し
た
マ
ッ
プ
は
作
成
済
み
で
あ
り
、
現
在
そ
の
有

用
性
を
実
測
デ
ー
タ
と
比
較
検
証
を
進
め
て
い
る
。

「
指

標
6-

3:
 開

始
2 
年

半
後

ま
で

に
、

太
平

洋
及

び
イ

ン
ド

洋
に

お
い

て
海

水
温

変
動

検
出

6
が

行

わ
れ
る
」
の
実
績

部
分

的
に

達
成

さ
れ

た
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
中

を
通

じ
、

太
平

洋
・

イ
ン

ド
洋

海
水

温
に

関
す

る
国

際
ブ

イ
網

に
よ

る
実

測
と
、

SI
N

TE
X

-F
モ

デ

ル
に

よ
る

予
測

が
ウ

ェ
ブ

や
メ

イ
ル

で
両

国
担

当
者

に
速

報
さ

れ
、

B
M

K
G
長

官
を

座
長

と
す

る
大

統
領

府
気

候
変

動
評

議
会

に
も

定
期

的
に

報
告

さ

れ
た
。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

製
ブ

イ
の

定
常

設
置

と
国

際
登

録
、

さ
ら

に
デ

ー
タ

の
詳

細
な

解
析

に
よ

る
新

た
な

異
常

発
見

は
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
に

持
ち
越
さ
れ
た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
目

標
の

達

成
度
（

見
込

み
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成

の
見
込
み

「
海

陸
の

観
測

網
最

適
化

と

情
報

活
用

を
通

じ
、

極
限

気

候
変

動
に

関
す

る
予

測
精

度

向
上

及
び

降
雨

災
害

軽
減

対

策
立

案
の

た
め

の
基

礎
研

究
・

開
発

が
推

進
さ

れ
、

そ

の
成

果
が

世
界

に
発

信
さ

れ

る
。
」

指
標

1:
 I

ns
ti

tu
ti

on
al

 a
nd

 o
rg

an
iz

at
io

na
l 

m
ec

ha
ni

sm
 o

f M
C

C
O

E 
is

 fu
nc

tio
ne

d.
ほ

ぼ
達

成
さ

れ
て

い
る
。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

は
、

ス
ル

ポ
ン

研
究

開
発

特
区
（

PU
SP

IP
TE

K
）

内
に

自
国

予
算

で
竣

工
し

た
 B

PP
T
の

新
棟

に
、

同

庁
地

球
環

境
科

学
技

術
部

門
（

G
EO

ST
EC

H
）

附
置

の
M

C
C

O
E
を

設
置

し
、

20
13

年
11

月
13

日
に

開
所

す
る
。

M
C

C
O

E
で

は
、

レ
ー

ダ
ー

及
び

ブ
イ

の
観

測
、

各
種

観
測

デ
ー

タ
統

合
を

推
進

す
る

と
と

も
に
、

国
内

関
係

省
庁
・

研
究

機
関

連
携

の
中

核
並

び
に

諸
外

国
と

の
国

際
共

同
研

究
の

受

け
皿
と
な
る
こ
と
が
開
所
式
で
表
明
さ
れ
た
。

指
標

2:
 S

oc
ie

ta
l a

pp
lic

at
io

n 
of

 r
es

ea
rc

h 
an

d 
de

ve
lo

pm
en

t 
on

 c
lim

at
e 

va
ri

at
io

ns
 i

s 
ne

w
ly

 
in

tro
du

ce
d 

in
 In

do
ne

si
a.

ほ
ぼ

達
成

さ
れ

て
い

る
。

レ
ー

ダ
ー

観
測

さ
れ

る
局

地
的

降
雨

変
動
、

及
び

ブ
イ

海
水

温
観

測
か

ら
得

ら
れ

る
広

域
気

候
変

動
の

両
方

の
重

要
性

が
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
担

当
者

に
よ

る
技

術
研

修
、

教
育
・

啓
発

活
動

を
通

じ
て

政
府

及
び

一
般

社
会

の
双

方
に

認
識

さ
れ

た
。

大
統

領
府

の
気

候
変

動
委

員
会

で
は

ブ
イ

観
測

の
、

ま
た

防
災

庁
や

ジ
ャ

カ
ル

タ
都

庁
で

は
レ

ー
ダ

ー
観

測
の

デ
ー

タ
を

大
い

に
活

用
し

て
お

り
、

そ
の

有
効

性
は

20
13

年
1
月

の
ジ
ャ
カ
ル
タ
洪
水
で
実
証
さ
れ
た
。
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（
2）
　
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検
証

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

結
果

大
項
目

小
項
目

活
動

の
進

捗

状
況

活
動

は
計

画
ど

お
り

に
実

施

さ
れ
て
い
る
か
。

成
果

1
に
か
か
わ

る
活
動
の
実
績
（
遅
れ
、
変
更
等
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
は
、
以
下
の
項
目
を
除
い
て
、
ほ
ぼ
計
画
ど
お
り
に
実
施
さ
れ
た
。

1）
M

PR
牽
引
車
の
調
達
遅
れ

:
M

PR
の

調
達

は
観

測
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
に

合
わ

せ
て

行
わ

れ
た

が
、

牽
引

ト
ラ

ッ
ク

の
調

達
は

予
定

よ
り

1
年

間
遅

れ
た
。

こ
の

間
、

レ
ン

タ
ル

に
よ

る

運
用
を
実
施
し
た
。

3）
ブ

イ
1
号

機
の

亡
失

:1
号

基
を

ほ
ぼ

計
画

ど
お

り
に

20
12

年
9
月

に
パ

プ
ア

島
近

海
に

設
置

し
た
（

技
術

移
転

は
十

分
に

実
施

さ
れ

た
）
。

し
か

し

な
が

ら
、

20
13

年
3
月

に
観

測
停

止
に

な
っ

て
し

ま
っ

た
（

バ
ン

ダ
リ

ズ
ム

と
思

わ
れ

る
）
。

現
在

は
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
が

ブ
イ

2
号

機
へ

の
バ

ン
ダ

リ
ズ
ム
対
策
、
設
置
場
所
の
変
更
等
を
検
討
中
で
あ
り
、

2
号
機
の
運
用
開
始
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
な
る
見
通
し
で
あ
る
。

成
果

2
に
か
か
わ
る
活
動
の
実
績
（
遅
れ
、
変
更
等
）

成
果

3
に
か
か
わ

る
活
動
の
実
績
（
遅
れ
、
変
更
等
）

成
果

4
に
か
か
わ
る
活
動
の
実
績
（
遅
れ
、
変
更
等
）

成
果

5
に
か
か
わ
る
活
動
の
実
績
（
遅
れ
、
変
更
等
）

成
果

6
に
か
か
わ
る
活
動
の
実
績
（
遅
れ
、
変
更
等
）

技
術

移
転

の
方

法
に

問
題

は

な
か
っ
た
か
。

技
術

移
転

上
の

問
題

点
等
（

後
半

は
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側
中
心
）

項
目

に
よ

り
、

既
に

か
な

り
技

術
基

盤
（

を
も

っ
た

個
人

）
が

あ
り
、

必
要

予
算

額
が

そ
れ

ほ
ど

で
な

い
も

の
（

例
え

ば
成

果
4
の

デ
ー

タ
公

開
や

ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
開

発
な

ど
）

は
か

な
り

効
果

的
に

進
ん

だ
と

思
わ

れ
る
。

し
か

し
技

術
的

に
高

度
で

予
算

の
か

か
る

も
の
（

成
果

2
の

レ
ー

ダ
ー

の
不

具

合
対
応
や
、
成
果

3
の
船
舶
運
用
予
算
確
保
な
ど
）
は
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
も
最
大
限
努
力
し
て
く
れ
て
い
る
が
）
な
か
な
か
日
本
側
の
期
待
す
る
ペ
ー

ス
で
は
進
ま
な
い
こ
と
も
あ
る
。

C
/P

等
適

切
な

C
/P

が
配

置
さ

れ
た

か
。

C
/P

の
理

解
力
、

専
門

性
、

役
職
、

人
数

に
関

す

る
満
足
度

以
下
、
日
本
側
研
究
代
表
者
の
コ
メ
ン
ト
。

①
 専

門
性

特
に

研
究

代
表

者
Fa

dl
i室

長
は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

カ
バ

ー
す

る
気

象
・

海
洋
・

気
候

と
い

う
3
分

野
を

把
握

し
リ

ー
ド

で
き

る
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
で

は
ほ
と
ん
ど
唯
一
の
人
材
と
考
え
て
い
る
。

②
 技

術
レ
ベ
ル

特
に
成
果

3
や

4
を
担
当
し
た

B
PP

T
の
ブ
イ
チ
ー
ム
及
び

デ
ー
タ
運
用
（

N
EO

N
ET

）
チ
ー
ム
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
は
他
に
代
え
難
い
の
み
な
ら
ず

レ
ベ
ル
と
し
て
も
十
分
に
国
際
的
に
や
っ
て
い
け
る
水
準
の
人
材
集
団
で
あ
る
。

③
 役

職

こ
の
点
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
は

B
PP

T
や

Fa
dl

i室
長
以
外
に
代
え
よ
う
が
な
い
が
、
正
直
少
し
歯
が
ゆ
い
思
い
が
あ
る
こ
と
は
事
実
で
あ
る
。
ま
ず
、

B
PP

T
の

位
置

づ
け

が
（

以
前

は
国

内
理

系
全

分
野

の
ま

さ
に

C
O

E
で

あ
る

と
も

に
、

政
治

的
に

も
絶

大
な

権
限

を
有

し
て

い
た

の
に

対
し

）
政

治
的

に
は

上
位

機
関

の
研

究
技

術
大

臣
府
（

省
）

R
IS

TE
K
に

従
属

す
る

度
合

が
強

ま
り
、

ま
た

B
PP

T
と

直
結

し
て

い
た

超
有

力
大

学
（

IT
B
、

IP
B
、

U
I

な
ど

）
以

外
の

大
学

に
も
（

一
般

国
民

の
経

済
力

や
出

世
欲
、

知
的

関
心

増
加

に
伴

い
）

人
材

が
少

な
か

ら
ず

現
れ

た
こ

と
な

ど
で
、

目
に

見
え

て
低

下
し

て
き

て
い

る
こ

と
、

し
か

し
な

が
ら
（

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
参

加
の

B
M

K
G
、

LA
PA

N
を

含
め

）
他

省
庁
・

機
関

で
は

ま
だ

人
材

の
数

や
分

野
が

不

十
分
と
い
う
状
況
だ
っ
た
。
こ
の
な
か
で
オ
ー
ル
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
的
機
関
と
し
て
の

M
C

C
O

E
を

B
PP

T
が
主
導
し
て
構
築
す
る
た
め
に
は
、
研
究
代
表

者
Fa

dl
i室

長
よ
り
か
な
り
上
位
の
次
官
（

JC
C
議
長
）
を
立
て
る
し
か
な
か
っ
た
。

④
 人

数

こ
の

点
も
、

成
果

3
担

当
の

ブ
イ

チ
ー

ム
を

除
き
、

ま
だ

ま
だ

不
十

分
で

あ
る
。

こ
れ

ま
で

指
導

的
か

つ
国

際
レ

ベ
ル

の
研

究
者
（

成
果

1、
5、

6
に

関
係
）
の
層
の
薄
さ
だ
け
が
問
題
視
さ
れ
て
き
た
が
、
本
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
し
て
（
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
だ
け
で
は
な
く
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
の
）
技
術
者
、

特
に

成
果

2
の

レ
ー

ダ
ー

関
係

や
、

成
果

4
で

も
現

場
担

当
の

人
数

の
少

な
さ

は
（

管
理

官
庁

的
な

B
PP

T
の

み
な

ら
ず
、

現
業

官
庁

的
な

B
M

K
G
や

LA
PA

N
で

は
な

お
一

層
）

深
刻

な
印

象
で

あ
る
。

こ
の

あ
た

り
は
（

大
学
・

大
学

院
レ

ベ
ル

と
い

う
よ

り
）

初
等

中
等

教
育

に
遡

る
改

善
が

必
要

で
、

成
果

3
の

ブ
イ

亡
失

で
顕

在
化

し
た
（

こ
れ

は
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
人

で
な

い
可

能
性

も
十

分
あ

る
が

）
。

一
般

国
民

の
科

学
技

術
に

関
す

る
無

理
解

や
妨

害

を
払
拭
す
る
た
め
に
も
不
可
欠
と
考
え
て
い
る
。

⑤
 オ

ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
　

JC
C

こ
れ

は
問

題
な

し
。

以
上

に
も

述
べ

た
よ

う
に
、

B
PP

T
は

現
時

点
で

は
総

合
的

に
見

て
他

に
代

え
ら

れ
な

い
C

/P
で

あ
り
、

そ
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
や

そ
れ

を
中

心
に

組
織

し
た

JC
C
は
、

現
時

点
で

望
み

得
る

最
善

の
体

制
で

あ
っ

た
と

考
え

て
い

る
。

特
に

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
応

募
~
発

足
ま

で
JC

C
議

長
を
務
め
て
い
た
だ
い
た

Ja
na

 B
PP

T
次
官
は
年
齢
面
や
人
柄
面
で
政
府
中
枢
か
ら
末
端
職
員
ま
で
の
多
く
に
慕
わ
れ
る
人
物
と
し
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
立

ち
上

げ
期

に
最

適
な

方
で

あ
り
、

ま
た

そ
の

後
を

継
い

だ
R

id
w

an
次

官
も
（

隣
接

分
野

で
あ

る
海

洋
地

質
学

の
研

究
実

績
に

加
え

）
比

較
的

若
い

な
が

ら
素
晴
ら
し
い
合
理
的
思
考
力
と
行
動
力
を
有
し
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
最
も
実
質
的
な

3
年
間
の
推
進
を
強
く
支
え
た
。

な
お
、

今
回

の
現

地
調

査
期

間
の

11
月

6
日

午
前

に
行

わ
れ

る
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
国

内
向

け
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

は
、

R
id

w
an

 J
C

C
議

長
の

発
案

で
10

0%
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

予
算

に
よ

っ
て

開
催

さ
れ

る
も

の
で

あ
る
。

こ
れ

を
ご

覧
い

た
だ

け
ば
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
内

へ
の

イ
ン

パ
ク

ト
の
一
端
を
ご
理
解
い
た
だ
け
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る

。
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プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
・

マ
ネ

ジ

メ
ン
ト

C
/P

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動

へ
の

参
加

度
合

い
や

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
PD

M
に

対
す

る
理
解
は
高
い
か
。

C
/P

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
へ

の
参

加
度
、

PD
M

の
理
解
度

B
PP

T
は

以
上

に
も

述
べ

て
き

た
と

お
り

十
分

な
理

解
度

と
積

極
性

を
も

ち
、

例
え

ば
こ

れ
を

書
い

て
い

る
今

日
も

研
究

代
表

者
ら

は
中

国
で

の
国

際

会
議

で
、

M
C

C
O

E
を

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

が
国

家
的

に
重

点
推

進
し

て
い

く
も

の
と

し
て

発
表

し
て

い
る

は
ず

で
あ

る
。

ま
た
、

B
M

K
G
や

LA
PA

N
も
、

1-
4
に
回
答
し
た
事
項
も
あ
り
、
今
は
十
分
な
理
解
度
と
積
極
性
を
有
し
て
い
る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ

ン
ト

体
制

に
問

題
は

な
か

っ

た
か
。

1）
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制

2）
進
捗
管
理
方
法

3）
関

係
者

間
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

状
況

等

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
、
特
段
の
問
題
は
な
か
っ
た
。

（
1）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
意
思
決
定
プ
ロ
セ
ス

全
く

問
題

な
し
。

ほ
と

ん
ど

全
期

間
を

通
じ

て
、

研
究

代
表

者
を

含
め

日
本

側
担

当
者

の
だ

れ
か

が
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
に

い
る

か
、

さ
も

な
く

ば
日

本
国

内
で

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

人
関

係
者

と
対

応
し

て
お

り
、

情
報

共
有

を
密

に
保

っ
た
。

特
筆

す
べ

き
は

業
務

調
整

員
が
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
に

対
し

て
調

整

業
務

以
上

の
広

報
や

親
睦

ま
で

大
き

く
貢

献
し

た
ほ

か
、

他
の

気
候

変
動
、

防
災

関
係

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
日

本
人

専
門

家
・

調
整

員
と

の
間

に
も

強
い

パ
イ
プ
を
構
築
し
、
こ
れ
が
さ
ら
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
の
省
庁
間
連
携
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
さ
れ
る
と
い
う
大
き
な
効
果
を
生
ん
だ
。

（
2）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

こ
れ

も
全

く
問

題
な

し
。

日
本

側
で

は
ほ

ぼ
2
カ

月
に

1
回

の
ペ

ー
ス

で
担

当
者

会
議

が
行

わ
れ
、

ま
た

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
で

も
3
機

関
間

の
幹

部
、

指
導

的
担

当
者

が
や

は
り

2
カ

月
に

1
度

は
会

合
や

同
席

機
会

を
も

つ
と

と
も

に
、

各
成

果
担

当
者

が
中

心
と

な
っ

て
Fa

ce
bo

ok
等

も
活

用
し

た
リ

ア

ル
タ
イ
ム
情
報
交
換
体
制
を
構
築
し
た
。

・
B

M
K

G
の
担
当
が
他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（

EU
）
の
た
め
変
更
に
な
り
、
活
動
概
要
を
再
度
説
明
す
る
必
要
が
あ
っ
た
（
デ
ー
タ
管
理
）
。

・
Fa

dl
i 氏

:非
公
式
会
合
を
頻
繁
に
実
施
し
て
い
る
。

中
間

レ
ビ

ュ
ー

で
の

提
言

に

対
し
、

適
切

な
対

応
が

と
ら

れ
た
か
。

1）
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

の
改

定
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標
の
指
標
の
設
定
）

・
第

5
回

JC
C
で

提
案

さ
れ

た
2
つ

の
指

標
を

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

用
と

し
て

採
用

す
る

こ
と

と
し

た
。

ま
た
、

終
了

時
評

価
で

も
同

指
標

を
使

用
す

る
こ
と
と
し
た
。

2）
M

C
C

O
E
に
お
け
る
構
想
、
使
命
、
組
織
制
度

20
12

年
~1

3
年

の
計

5
回

の
第

三
国

で
の

国
際

会
議
（

タ
イ
、

韓
国
、

イ
ン

ド
、

ベ
ト

ナ
ム
、

中
国

）
等

で
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

研
究

代
表

者
に

よ
る

M
C

C
O

E
構
築
に
関
す
る
招
待
講
演
が
行
わ
れ
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
の
強
い
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
と
な
っ
た
。

今
回

の
終

了
時

評
価

現
地

調
査

期
間

中
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

発
案

で
M

C
C

O
E
に

つ
い

て
国

内
向

け
に

説
明

し
議

論
す

る
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
11

月

6
日
に
開
催
す
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
ま
た
開
所
式
が

11
月

13
日
午
前
に
予
定
さ
れ
て
い
る
。

・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
の
説
明
に
よ
れ
ば
、
1/

6
の

fi n
al

 W
S
で
説
明
し
た
内
容
が
、
vi

si
on

 m
is

si
on

に
あ
た
る
。
ま
た
組
織
も
、
成
果

2
か
ら

6
に
対
応
し
て
、

5
課
体
制
と
す
る
。

3）
関
係
組
織
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

以
下

は
、

中
間

レ
ビ

ュ
ー

の
後
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
に

向
け

た
活

動
を

加
速

さ
せ

る
た

め
、

関
係

機
関

が
と

っ
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

前
向

き
な
対
応
で
あ
る
。

・
 中

間
レ

ビ
ュ

ー
調

査
の

直
後

の
20

12
年

11
月

に
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

研
究

代
表

者
と

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
業

務
調

整
員

が
、

B
M

K
G
と

LA
PA

N
が

管

轄
す

る
遠

隔
の

観
測

点
を

巡
回

し
て

担
当

者
の

意
見

を
聴

取
し
、

そ
れ

を
受

け
て

20
13

年
1
月

に
は

担
当

者
が

各
地

で
小

規
模

な
研

修
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ

プ
を
行
っ
た
。

・
 そ

の
結
果
、

B
M

K
G
側
か
ら
活
動
に
関
し
て
積
極
的
な
提
案
が
あ
り
、

20
13

年
6
月
の

JC
C
は
初
め
て

B
PP

T
以
外
の

B
M

K
G
で
開
催
さ
れ
た
。

・
 ま

た
、

W
PR

の
管
理
・
維
持
・
運
用
に
つ
い
て

B
M

K
G
が
責
任
を
も
つ
こ
と
を
明
記
し
た
文
書
が
正
式
に
調
印
さ
れ
た
。

・
 L

A
PA

N
も
独
自
予
算
で
レ
ー
ダ
ー
を
購
入
し
、

B
PP

T
管
理
の
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

M
PR

と
の
共
同
観
測
を
提
案
し
た
。

4）
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

が
明

確
に

理
解

さ
れ

る
こ
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
・

チ
ー

ム
と

し
て

こ
の

提
言

に
関

し
て

は
特

別
な

対
応

は
と

ら
な

か
っ

た
が
、

以
下

に
示

す
よ

う
に
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
結

果
と

し
て
成
果
（
ア
ウ
ト
カ
ム
）
が
目
に
見
え
る
も
の
と
な
っ
た
と
理
解
さ
れ
る
。

気
象

の
観

測
、

蓄
積
、

予
測

は
複

雑
な

課
題

な
こ

と
か

ら
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

い
く

つ
か

の
専

門
領

域
か

ら
構

成
さ

れ
て

お
り
、

ま
た
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

関
係

3
機

関
の

6
つ

以
上

の
局

に
及

ん
で

い
る
。

こ
の

た
め
、

各
専

門
家

は
互

い
の

専
門

的
テ

ー
マ

を
理

解
す

る
こ

と
か

ら
始

ま
っ

た
と

い

え
る
。

20
12

年
6
月
の
中
間
レ
ビ
ュ
ー
ま
で
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
は
、
ほ
と
ん
ど
独
立
し
て
別
々
の
専
門
家
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
、

主
に

成
果

2（
レ

ー
ダ

ー
）
、

成
果

3（
ブ

イ
）
、

成
果

4（
デ

ー
タ

）
に

ま
ず

取
り

組
ん

で
い

た
。

一
方
、

そ
の

後
の

1
年

間
に
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
（
ア
ウ
ト
カ
ム
）
に
つ
な
が
る
成
果

5
及
び

6（
局
地
・

広
域
気
候
変
動
）
が
大
き
く
進
展
し
て
い
る
。

20
13

年
1
月

の
ジ

ャ
カ

ル
タ

洪
水

が
、

成
果

5
の

進
展

に
大

き
く

影
響

し
た

と
い

え
る
。

同
時

期
、

レ
ー

ダ
ー

観
測

が
完

全
に

実
施

さ
れ
、

デ
ー

タ
は

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
専

門
家

に
よ

り
直

ち
に

解
析

さ
れ
、

そ
の

結
果

は
わ

ず
か

4
カ

月
後

に
日

本
人

研
究

者
と

の
共

著
研

究
論

文
と

し
て

刊
行

さ
れ
、

そ

の
社

会
的

貢
献

が
日

本
・

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
双

方
の

マ
ス

メ
デ

ィ
ア

に
よ

っ
て

報
道

さ
れ

た
。

こ
の

間
、

成
果

2、
4
及

び
5
の

専
門

家
は

非
常

に
密

接

に
協
力
し
た
。
成
果

6
に
関
し
て
は
、
稲
作
地
域
（
大
統
領

の
指
示
令
）
に
お
け
る
経
年
変
化
雨
期
変
動
が
研
究
さ
れ
た
。
気
候
モ
デ
ル

SI
N

TE
X

-F
の

応
用

可
能

性
が

調
査

さ
れ
、

指
標
（

In
do

M
I）

の
設

計
が

試
行

さ
れ

た
。

そ
の

研
究

速
報

が
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

の
会

合
で

報
告

さ
れ

て
お

り
、

ジ
ャ

ー

ナ
ル

に
投

稿
予

定
で

あ
る
。

こ
れ

ら
は

、
成

果
3、

4
及

び
6
の

専
門

家
間

の
横

断
的

活
動

に
よ

り
得

ら
れ

た
も

の
で

あ
り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

ア
ウ

ト
カ
ム
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
る
。

現
在
、

成
果

1
の

明
確

な
成

果
と

し
て
、

M
C

C
O

E
が

設
立

さ
れ

た
。

こ
の

新
し

い
組

織
は

成
果

2~
成

果
6
の

全
体

を
扱

う
も

の
で

あ
り
、

今
後
、

全

関
係
者
が
共
通
の
最
終
目
標
を
さ
ら
に
理
解
す
る
方
向
に
進

む
と
思
わ
れ
る
。
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（
3）
　
評
価

5
項
目

1）
 妥

当
性

 （
R

el
ev

an
ce
）

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

結
果

大
項
目

小
項
目

必
要
性

優
先
度

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
、

対

象
分

野
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し

て
い
る
か
。

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
短
期
気
候
変
動
分
野
の
課
題

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

は
20

11
年

5
月
、

20
10

～
20

25
年

の
長

期
計

画
の

中
心

を
な

す
も

の
と

し
て
「

経
済

開
発

迅
速

化
・

拡
大

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
」

（
M

P3
EI
）

を
発

表
し

た
。

こ
の

な
か

で
、

人
材

及
び

国
家

科
学

技
術

力
の

強
化

の
重

要
課

題
の

1
つ

と
し

て
、

ス
ル

ポ
ン

の
PU

PS
PI

PT
EK

の
活

性
化

を
挙

げ
て

い
る
。

PU
PS

PI
PT

EK
内

に
設

置
さ

れ
る

M
C

C
O

E
の

活
動

を
支

援
す

る
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

の
科

学
技

術
分

野
の

課
題

と
合
致
し
て
い
る
。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

開
発

政

策
と
の
整
合
性
は
あ
る
か
。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

の
開

発
政

策
、

短
期

気
候

変
動

関

連
政
策

気
候

変
動

に
つ

い
て

は
、

特
に

短
期

的
な

気
候

変
動

課
題

に
つ

い
て

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

が
優

先
的

に
取

り
組

む
課

題
と

し
て

以
下

の
（

1）
及

び
（

2）
に

示
さ

れ
て

い
る
。

ま
た
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

後
に
、

稲
作

生
産

に
お

け
る

異
常

気
象

対
策

に
関

す
る

大
統

領
の

指
示

が
（

3）
と

し
て

発
表

さ
れ

て

い
る
。
さ
ら
に
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
科
学
技
術
能
力
と
人
材
の
強
化
及
び
研
究
拠
点
（

C
O

E）
開
発
を
進
め
る
同
国
政
府
の
科
学
技
術
に
関
す
る
方
針
が
（

4）
及

び
（

5）
に

示
さ

れ
て

い
る
。

こ
れ

ら
の

点
よ

り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
が

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

の
方

針
と

わ
が

国
の

O
D

A
政

策
に

極
め

て
合

致

す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

（
1）
「
国
家
中
期
開
発
計
画

20
10

-2
01

4」
に
お
い
て
気
候
変
動
は
優
先
的
に
対
応
す
べ
き
重
要
な
課
題
の

1
つ
に
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

（
2）

 「
気
候
変
動
に
対
す
る
国
家
活
動
計
画
」

20
07

 年
、
環
境
省

（
3）

 イ
ン
ド
ネ
シ
ア
共
和
国
大
統
領
令
「
異
常
気
象
現
状
を
見
据
え
た
米
生
産
の
国
家
安
全
保
障
」

20
11

年
3 
月

（
4）

 「
経

済
開

発
迅

速
化
・

拡
大

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
 2

01
1-

20
25
」
（

M
P3

EI
, 2

01
1
発

表
）

に
お

い
て
、

PU
SP

IP
TE

K
を

科
学

技
術

パ
ー

ク
と

し
て

活
用

す
る
方
針
が
示
さ
れ
て
い
る
。

（
5）

 2
01

0 
年

R
IS

TE
K

 に
よ
り
発
行
さ
れ
た

C
O

E
に
関
す
る
科
学
技
術
指
針

日
本
の
援
助
政
策
・

JI
C

A
国

別
事

業
実

施
計

画
と

の
整

合

性
は
あ
る
か
。

わ
が

国
国

別
援

助
計

画
、

JI
C

A
国

別
事

業
実

施
計

画
、
援
助
重
点
分
野

わ
が

国
の

対
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
共

和
国

国
別

援
助

方
針
（

20
14

.4
）

に
お

い
て
、

気
候

変
動

対
策

は
、

重
点

分
野
（

3）
の
「

ア
ジ

ア
地

域
及

び
国

際
社

会

の
海
田
へ
の
対
応
能
力
向
上
の
た
め
の
支
援
」
の
な
か
の
重

要
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

手
段

と
し

て

の 適
切
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

イ
ン

ド

ネ
シ

ア
の

短
期

気
候

変
動

分

野
の

課
題

に
対

す
る

効
果

を

上
げ

る
戦

略
と

し
て

適
切

だ
っ
た
か
。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

短
期

気
候

変
動

分
野

の
課

題
と

プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
関
係

・
日

本
側

B
N

PB
は

実
質

的
に

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
り

B
PP

T
を

通
じ

て
提

供
さ

れ
る

C
D

R
実

時
間

降
雨

分
布

が
、

ジ
ャ

カ
ル

タ
周

辺
の

気
候

災
害

の
ほ

と
ん

ど
唯

一
の

有
力

情
報

と
な

っ
て

い
る
。

ま
た
、

開
始

は
そ

れ
よ

り
早

い
が
、

B
M

K
G
が

全
土

に
レ

ー
ダ

ー
網
（

30
カ

所
以

上
）

を
構

築
し

つ

つ
あ

り
、

そ
の

運
用

や
デ

ー
タ

公
開

に
は

当
初

作
成

さ
れ

た
合

成
画

像
等

は
業

者
外

注
し

た
も

の
が

使
わ

れ
て

い
た

が
、

今
後

各
地

点
ご

と
の

ネ
ッ

ト

公
開
に
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
の
成
果
で
あ
る

SI
JA

M
PA

N
G
）
が
そ
の
ま
ま
活
用
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

・
（

B
PP

T
ブ

イ
チ

ー
ム

）
短

期
の

研
修

だ
け

で
な

く
、

長
期

留
学
（

修
士

号
・

博
士

号
取

得
）

の
機

会
が

あ
る

と
、

人
材

育
成

面
で

大
き

な
効

果
が

期

待
で
き
る
。

そ
の
他

中
間

レ
ビ

ュ
ー

後
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
と

り
ま

く
環

境

（
政
治
、
経
済
、
社
会
、
自
然
）

の
変
化
が
あ
っ
た
か
。

環
境
変
化
を
示
す
情
報

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

経
済

は
順

調
に

発
展

し
政

情
も

安
定

し
て

い
る

と
い

わ
れ

て
い

る
が

、
20

13
年

6
月

の
米

国
FR

B
議

長
発

言
に

端
を

発
し

た
新

興
国

全

体
の

財
政

危
機

で
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
各

省
庁

予
算

は
20

%
以

上
も

削
減

さ
れ
、

直
接

的
に

こ
れ

が
前

述
の

ブ
イ

探
索
・

設
置

航
海

の
20

13
年

度
内

の
中

止

に
つ

な
が

っ
た
。

ま
た
、

20
14

年
度

に
は

2
期

10
年

の
大

発
展

を
も

た
ら

し
た

ユ
ド

ヨ
ノ

政
権

が
終

わ
り
、

政
策

的
に

何
ら

か
の

変
化

が
あ

る
も

の
と

想
定
さ
れ
る
。

2）
 有

効
性

 （
Ef

fe
ct

iv
en

es
s）

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

結
果

大
項
目

小
項
目

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
目

標
の

達

成
予
測

投
入
・

成
果

の
実

績
、

活
動

状
況

に
照

ら
し

合
わ

せ
て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の

見
込
み
は
あ
る
か
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

合
い
（

実
績

の
検

証
結
果
）

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は
、

成
果

3
で

未
完

成
と

な
っ

て
い

る
ブ

イ
の

長
期

設
置

対
応

等
が

残
っ

て
い

る
が
、

M
/P

に
計

画
さ

れ
た

活
動

を
ほ

ぼ
終

了
さ

せ

て
い

る
。

ま
た
、

前
述

の
懸

案
事

項
に

つ
い

て
は
、

以
下

の
と

お
り

の
対

応
が

関
係

者
で

確
認

さ
れ

て
い

る
。

さ
ら

に
、

指
標

別
に

み
た

実
績

も
十

分

で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
終
了
時
ま
で
に
ほ
ぼ
達
成
さ
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。

（
1）

 ブ
イ
の
長
期
設
置
や
国
際
観
測
点
登
録
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
予
算
で
実
施
さ
れ
る
。

（
2）

 JA
M

ST
EC

-B
PP

T
の
機
関
間
国
際
共
同
は
継
続
さ
れ
る

こ
と
か
ら
、
日
本
側
が
常
時
モ
ニ
タ
を
行
い
、
必
要
な
サ
ポ
ー
ト
を
行
う
。

因
果
関
係

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る

た
め
に
十
分
で
あ
っ
た
か
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の

阻
害
・
貢
献
要
因
は
何
か
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
と
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
関
係

・
（

Fa
dl

i氏
）
一
般
的
に
は
満
足
す
る
成
果
だ
っ
た
が
、

B
M

K
G
は
気
象
に
関
す
る
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
・
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
が
不
足
し
て
い
る
と
言
っ
て
い
る
。

・
（

Fa
dl

i氏
）
成
果

5
の
科
学
的
成
果
は
不
十
分
で
あ
る
。

貢
献
要
因
の
事
例

（
日

本
側

）
国

全
体

の
経

済
発

展
と
、

そ
れ

に
伴

う
気

候
災

害
へ

の
脆

弱
性

や
危

機
感

の
増

大
が
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
内

で
の

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
注

目
を
高
め
、
目
標
達
成
へ
の
良
い
環
境
条
件
と
な
っ
て
い
る
と
感
じ
て
い
る
。
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阻
害
要
因
の
事
例

（
日
本
側
）
指
導
層
の
み
な
ら
ず
、
科
学
技
術
発
展
（
も
の
つ
く

り
）
の
基
盤
と
な
る
技
術
者
（
職
人
的
気
質
）
や
現
場
担
当
者
の
層
の
薄
さ
が
、
各
成
果
を
（
達

成
は

で
き

た
と

し
て

も
）

質
的

に
阻

害
し

て
い

る
。

ま
た
、

そ
の

背
景

と
な

っ
て

い
る

科
学

技
術

へ
の

国
民

的
な

理
解

と
支

援
（

ま
で

行
か

な
く

て
も

妨
害
し
な
い
こ
と
）
の
遅
れ
が
、
バ
ン
ダ
リ
ズ
ム
な
ど
を
生
む
遠
因
と
し
て
も
重
大
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

・
（

Fa
dl

i氏
）
阻
害
要
因
の

1
つ
は
財
政
面
（
予
算
カ
ッ
ト

）

3）
効
率
性
（

Ef
fi c

ie
nc

y）

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

結
果

大
項
目

小
項
目

ア
ウ

ト
プ

ッ

ト
の
達
成
度

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

は

適
切
か
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

合
い
（

実
績

の
検

証
結

果
）

・
（
日
本
側
）
成
果

1
に
つ
い
て
は
、

M
C

C
O

E
の
実
質
的
な

制
度
的
枠
組
み
が
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
ま
で
に
構
築
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
。
ま
た
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

課
題

の
最

重
要

な
柱

と
い

う
べ

き
成

果
2~

4
の

レ
ー

ダ
ー
、

ブ
イ
、

デ
ー

タ
運

用
の

技
術

移
転

は
ほ

ぼ
達

成
さ

れ
る

と
見

込
ま

れ

る
が
、
成
果

5~
6
の
（
基
礎
に
相
当
す
る
）
気
候
研
究
に
関
す
る
広
範
囲
の
啓
発
の
達
成
度
は
部
分
的
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る
。

・
B

M
K

G
と
し
て
は
、
成
果

5
の
成
果
が
具
体
的
に
分
か
ら
な
か
っ
た
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

に
貢

献

し
て
い
る
要
因
は
あ
る
か
。

貢
献
要
因
の
有
無

特
に
な
し

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

を
阻

害

し
て
い
る
要
因
は
あ
る
か
。

阻
害
要
因
の
有
無

①
ブ
イ

1
号
機
の
亡
失

ブ
イ

1
号

機
の

亡
失

の
原

因
は

バ
ン

ダ
リ

ズ
ム

と
思

わ
れ

る
が
、

こ
れ

に
よ

り
ブ

イ
に

よ
る

観
測

が
停

止
さ

れ
て

い
る
。

ま
た
、

バ
ン

ダ
リ

ズ
ム

対
策

の
検
討
に
時
間
を
要
し
、
ブ
イ

2
号
機
の
導
入
が
大
幅
に
遅
れ
た
。

②
20

13
年
予
算
の

20
%

カ
ッ
ト
→
航
海
期
間
の
短
縮
に
よ
り
、
当
初
計
画
ど
お
り
の
活
動
が
難
し
く
な
っ
た
。
（
ブ
イ
チ
ー
ム
）

③
停
電
に
よ
り
レ
ー
ダ
ー
観
測
に
支
障
が
で
て
い
る
。

・
（

日
本

側
）

応
募
・

開
始

当
時

は
研

究
そ

の
も

の
も

自
ら

実
施

す
る

つ
も

り
で

い
た

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

中
核

研
究

者
は
、

こ
の

わ
ず

か
4~

5
年

の
間

の
急

激
な

経
済

発
展

に
伴

う
仕

事
の

増
大

で
な

か
な

か
研

究
に

時
間

を
割

け
な

く
な

り
、

そ
の

意
味

で
の

成
果

は
期

待
し

た
ほ

ど
は

出
て

い
な

い
と

い

う
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

因
果
関
係

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る

た
め

に
十

分
な

活
動

及
び

投

入
で
あ
っ
た
か
。

実
績

の
検

証
結

果
:日

本
側

の
投

入
（

専
門

家
、

供
与
機
材
、
本
邦
研
修
受
入
れ
等
）

・
（

日
本

側
）

目
標

の
量
・

質
に

比
し

て
、

予
算

や
期

間
は

か
な

り
不

足
し

た
か

も
し

れ
な

い
。

し
か

し
、

実
施

期
間

中
に

日
本

で
は

東
日

本
大

震
災

に

よ
る
（

間
接

的
な

も
の

や
追

加
的

な
も

の
の

）
予

算
削

減
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
で

は
既

に
述

べ
た

財
政

不
安

定
な

ど
が

あ
っ

た
こ

と
を

考
慮

す
れ

ば
、

そ
の
条
件
下
で
は
十
分
な
活
動
が
で
き
た
と
考
え
ら
れ
る
。

タ
イ
ミ
ン
グ

投
入

は
タ

イ
ミ

ン
グ

よ
く

実

施
さ
れ
た
か
。

実
績
の
検
証
結
果
（
過
不
足
の
発
生
事
実
と
影
響
）
（

日
本

側
）

期
待

ど
お

り
と

は
い

え
な

い
。

確
か

に
、

B
PP

T
側

は
約

束
ど

お
り

M
C

C
O

E
が

入
居

す
る

新
棟

を
竣

工
し
、

ま
た

航
海

の
た

め
の

予
算

を

確
保

し
た

の
で
、

一
時

代
前

と
比

べ
て

大
変

大
き

な
前

進
と

い
え

る
。

し
か

し
（

こ
れ

は
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
と

い
う

よ
り

米
国

の
経

済
の

せ
い

か
も

し
れ

な
い

が
）

20
13

年
後

半
の

予
算

大
幅

削
減

で
航

海
が

ジ
ャ

ワ
近

海
に

限
ら

れ
て

し
ま

い
、

ま
た

レ
ー

ダ
ー

な
ど

も
C

D
R
と

M
PR

以
外

は
運

用
が

連
続

で
き
て
い
な
い
期
間
が
少
な
か
ら
ず
生
じ
て
い
る
。

活
動
（

投
入

）
は

適
切

だ
っ

た
か
。

実
績
の
検
証
結
果

C
/P

予
算

は
、

遅
れ

ず
に

投

入
さ
れ
た
か
。

C
/P

予
算
の
投
入
状
況

費
用
対
効
果

投
入

に
関

し
、

コ
ス

ト
を

抑

え
る

よ
う

な
工

夫
は

あ
っ

た

か
。

実
績
の
検
証
結
果

例
え

ば
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は
、

他
の

国
際

共
同

研
究

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
よ

く
あ

る
、
（

第
三

国
の

）
権

威
者

多
数

を
招

へ
い

し
て

の
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
や
、
（

論
文

以
外

の
大

部
の

）
冊

子
体

印
刷

物
刊

行
な

ど
を

ほ
と

ん
ど

行
っ

て
い

な
い
。

そ
の

よ
う

な
見

栄
え

の
た

め
の

出
費

を
切

り
詰

め
て
、

必
要

不
可
欠
な
物
品
購
入
や
出
張
の
み
に
予
算
を
使
っ
て
い
る
。
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4）
 イ

ン
パ
ク
ト
　
（

Im
pa

ct
）

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

結
果

大
項
目

小
項
目

波
及
効
果

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ

る
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

な
イ

ン
パ

ク

ト
は
あ
っ
た
か
。

該
当

す
る

事
例

の
確

認
:イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

政
策

の
立
案
、
制
度
・

基
準
の
整
備
な
ど

以
下
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
イ
ン
パ
ク
ト
が
確
認
さ
れ
た
。

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
、

B
PP

T
ス
タ
ッ
フ
か
ら

LA
PA

N
ス
タ
ッ
フ
へ
の
技
術
移
転
が
行
わ
れ
た
。

・
PU

や
ジ
ャ
カ
ル
タ
特
別
州
か
ら

B
PP

T
の
レ
ー
ダ
ー
デ
ー
タ
利
用
の
要
請
が
き
て
お
り
、
対
応
し
て
い
る
。
（
レ
ー
ダ
ー
）

・
レ
ー
ダ
ー
担
当
者
は
、

TV
出
演
し
て
、
豪
雨
の
状
況
を

説
明
す
る
機
会
が
あ
っ
た
。

・
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
を
通
じ
て
、
同
時
に
以
前
か
ら

の
ア
イ
デ
ア
で
あ
っ
た

SI
JA

M
PA

N
G
を
開
発
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
現
在
の
も
の
は
ジ
ャ

カ
ル

タ
が

対
象

地
域

だ
が
、

ジ
ョ

グ
ジ

ャ
カ

ル
タ

版
の

開
発

を
進

め
て

い
る
。

ま
た
、

A
H

A
セ

ン
タ

ー
が

B
PP

T
の

N
EO

N
ET

の
下

に
設

置
さ

れ
、

SI
JA

M
PA

N
G
を
活
用
し
て
、
ア
セ
ア
ン
諸
国
の
気
象
状
況

を
公
開
し
て
い
る
。

・
SI

JA
M

PA
N

G
は

一
般

社
会

へ
の

貢
献

大
。

ブ
イ

技
術

の
移

転
は

完
了

し
た

の
で
、

マ
レ

ー
シ

ア
か

ら
ブ

イ
作

成
の

依
頼

が
来

て
い

る
。

ま
た
、

同
様

な
依
頼
が
国
家
海
洋
漁
業
省
か
ら
も
来
て
い
る
。

・
B

M
K

G
は
、
レ
ー
ダ
ー
を
所
有
し
て
お
り
、
そ
の
操
作
の
研
修
を

B
PP

T
へ
依
頼
し
て
い
る
。

・
B

M
K

G
は

移
譲

さ
れ

た
W

PR
を

気
象

観
測

以
外

に
航

空
管

制
に

利
用

す
る

こ
と

を
計

画
し

て
い

る
。

ま
ず

は
、

マ
ナ

ド
の

W
PR

で
取

り
組

み
、

有

効
で
あ
れ
ば
全
国
の
主
要
空
港
に
展
開
す
る
計
画
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ

る
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

な
イ

ン
パ

ク

ト
は
あ
っ
た
か
。

該
当

す
る

事
例

の
確

認
:ジ

ェ
ン

ダ
ー
、

人
権
、

貧
富

な
ど

社
会
・

文
化

的
影

響
や
、

環
境

保
護

へ

の
影
響
等

な
し

他
の

JI
C

A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

へ
の

イ
ン

パ
ク

ト
は

あ
る

か
。

該
当
す
る
事
例
の
確
認

（
日

本
側

）
前

述
の

と
お

り
業

務
調

整
員
、

ジ
ャ

カ
ル

タ
事

務
所

各
位

の
尽

力
で
、

気
候
・

環
境
・

防
災

関
係

の
他

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

定
期

的
か

つ
密

な
情

報
交

換
が

で
き

る
よ

う
に

な
っ

た
。

B
M

K
G
、

PU
、

B
N

PB
な

ど
で

実
施

さ
れ

て
い

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

は
、

具
体

的
な

レ
ー

ダ
ー

観
測

デ
ー

タ

提
供
な
ど
が
な
さ
れ
て
い
る
。

5）
 自

立
発
展
性

 （
Su

st
ai

na
bi

lit
y）

評
価
設
問

必
要
な
デ
ー
タ

結
果

大
項
目

小
項
目

政
策
・

制
度

面 組
織
・

財
政

面

当
該

分
野

に
関

す
る

イ
ン

ド

ネ
シ

ア
政

府
の

政
策

は
、

協

力
終
了
後
も
継
続
す
る
か
。

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
の
関
連
政
策

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

の
国

家
中

期
開

発
計

画
20

10
-2

01
4
で

は
、

気
候

変
動

を
優

先
的

に
取

り
組

む
べ

き
課

題
の

1
つ

と
し

て
お

り
、

具
体

的
分

野
と

し
て

稲

作
地

域
で

の
異

常
気

象
対

策
に

関
す

る
大

統
領

指
示

が
で

て
い

る
。

ま
た
、

M
P3

EI
 2

01
0-

20
25

に
お

い
て

は
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

の
科

学
技

術
能

力
の

強

化
と

し
て
、

M
C

C
O

E
が

設
置

さ
れ

た
PU

SP
IP

TE
K
の

再
活

用
が

挙
げ

ら
れ

て
い

る
。

こ
れ

ら
の

こ
と

か
ら
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

気
候

変
動
、

M
M

C
O

E
に
対
す
る
制
度
・
政
策
面
の
持
続
性
は
確
保
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。

M
C

C
O

E
に
、

協
力

終
了

後

も
効

果
を

上
げ

て
い

く
た

め

の
活

動
を

実
施

す
る

に
足

る

組
織
能
力
は
あ
る
か
。

C
/P

機
関
・
部
局

の
今
後
の
組
織
改
定
計
画
な
ど

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
は
、

終
了

時
評

価
調

査
の

機
会

を
と

ら
え
、

11
月

13
日

に
PU

SP
IP

TE
K
に

M
C

C
O

E
を

正
式

に
オ

ー
プ

ン
し
、

M
C

C
O

E
の

構
想
、

使
命
、

組
織

的
構

成
の

ド
ラ

フ
ト

を
作

成
し

た
と

こ
ろ

で
あ

る
。

こ
れ

か
ら

ま
さ

に
財

政
・

組
織

面
の

強
化

に
移

っ
て

い
く

段
階

で
あ

る
。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
研

究
代

表
者

に
よ

れ
ば
、

M
C

C
O

E
の

20
14

年
度

予
算

を
既

に
確

保
し

て
お

り
、

組
織

体
制

も
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
2~

6
ま

で
に

対
応

す

る
5
課

体
制

と
し
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

の
活

動
が

組
織

運
営

の
見

本
と

な
る

こ
と

か
ら
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
の

M
C

C
O

E
の

財
政
・

組
織

面
の

持
続
性
は
確
保
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

M
C

C
O

E
の

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ

プ
は
、

十
分

に
確

保
さ

れ
て

い
る
か
。

実
施

プ
ロ

セ
ス

の
検

証
結

果
:イ

ン
ド

ネ
シ

ア
関

係
機

関
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

へ
の

参
加

状
況

と

オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ

の
度
合
い

B
PP

T
次

官
（

JC
C
議

長
）

の
ほ

か
、

B
M

K
G
長

官
（

8
月

末
交

代
新

任
、

そ
れ

ま
で

JC
C
委

員
で

あ
っ

た
）

や
LA

PA
N
次

官
・

研
究

所
長
（

い
ず

れ

も
JC

C
委
員
）
の
完
全
な
合
意
が
得
ら
れ
て
い
る
。

技
術
面

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

の
短

期
気

候

変
動

分
野

に
関

す
る

予
算

措

置
は

十
分

に
講

じ
ら

れ
て

い

る
か
。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
関

係
機

関
の

予
算

措
置

に
関

す

る
方
針

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
研
究
代
表
者
に
よ
れ
ば
、

M
C

C
O

E
の

20
14

年
度
予
算
を
既
に
確
保
し
て
い
る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
用

い
た

技

術
は
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
で

独
自
利
用
が
可
能
か
。

C
/P

の
能

力
レ

ベ
ル
、

社
会

的
・

慣
習

的
要

因
の

有
無

（
日

本
側

）
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
主

に
実

施
し

た
分

野
・

項
目

に
つ

い
て

は
、

か
な

り
自

立
発

展
し

て
い

け
る

も
の

と
考

え
て

い
る
。

気
候

変
動

や
地

球

環
境

問
題

は
1
国

で
閉

じ
て

お
ら

ず
、

ま
た

分
野
・

項
目

は
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
全

く
触

れ
ら

れ
な

か
っ

た
も

の
も

少
な

か
ら

ず
あ

る
の

で
、

そ
の

あ

た
り
の
国
際
計
画
主
導
や
更
な
る
拡
充
は
も
う
少
し
研
究
者
層
や
予
算
が
増
え
て
か
ら
に
な
る
と
は
思
料
す
る
。
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社
会
・
文

化
・

環
境
面

資
機

材
の

維
持

管
理

は
適

切

に
行

わ
れ

て
い

る
か
（

C
/P

が
単

独
で

維
持

管
理

で
き

る

よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
）
。

供
与

資
機

材
の

有
無
、

こ
れ

ま
で

の
維

持
管

理
状

況

・
ブ
イ
本
体
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
で
維
持
可
能
だ
が
、
特
に
ブ
イ
に
搭
載
す
る
セ
ン
サ
ー
の
校
正
は
海
外
へ
依
頼
せ
ざ
る
を
得
な
い
。

・
レ
ー
ダ
ー
担
当
の
技
術
者
が
不
足
し
て
お
り
、
今
後
問
題
が
顕
在
化
す
る
。
ブ
イ
チ
ー
ム
の
よ
う
な
体
制
が
必
要
。
（
レ
ー
ダ
ー
）

・
レ
ー
ダ
ー
は
人
材
不
足
と

PL
N
問
題
、
ブ
イ
は
セ
ン
サ
ー
の
校
正
で
他
国
へ
依
頼
す
る
必
要
が
あ
る
。

O
FS

は
、
20

14
年
は

B
PP

T
予
算
で
実
施
予
定
、

そ
れ
以
降
は
他
省
庁
と
協
議
中
。

社
会

的
弱

者
層
（

貧
困
、

女

性
等

）
へ

の
配

慮
不

足
に

よ

り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施

に
よ

る
効

果
を

妨
げ

る
可

能

性
は
な
い
か
。

阻
害
要
因
の
事
例

特
に
な
し

環
境

へ
の

配
慮

不
足

に
よ

り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施

に
よ

る
効

果
を

妨
げ

る
可

能

性
は
な
い
か
。

阻
害
要
因
の
事
例

特
に
な
し
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